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九州の最近の経済動向

全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）経済産業省、九州経済産業局

業種別寄与度（鉱工業生産指数）

（出所）九州経済産業局

［鉱工業動向］……………生産は横ばい

２００８年６月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は１１２．０と、前月比０．２％増加し横ばい傾向で推移

しています。しかし、先行きに関して、九州には海外需要に依存する産業もあり、海外の経済の動き

について注意を払っていく必要があります。

［業種別動向］……………電子部品・デバイス工業などが上昇

鉱工業生産指数の動き（前月比）を業種別でみると、電子部品・デバイスや電気機械などが上昇し、

一般機械、金属製品、鉄鋼、輸送機械などは低下しました。

経済動向

01FFG調査月報 2008年9月



2007
55 6 7 8 9 10 11 12

2008
1 2 3 4

220

200

180

160

140

120

100

80

60

総合指数� 鉄鋼業� 一般機械工業� 輸送機械工業� 化学工業�

福岡県の最近の経済動向

福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………足踏み状態続く

住宅建設が前年を大きく下回り、大型小売店販売高も前年割れが続くなど、個人消費は盛り上がり

を欠いた鈍い動きが続いています。しかしながら、公共投資で前年実績を上回り、輸送用機械を中心

とした生産活動は堅調な動きを示しており、福岡県の景気は総じて足踏み状態にあると言えます。

［生産活動］…………………輸送機械などが寄与し前月比１．６％増

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１０８．６と、前月比１．６％増と、３

ヵ月ぶりに上昇しました。主要産業では、輸送機

械やプラスチック製品などの８業種が上昇し、化

学や電気機械などの１０業種で低下しました。

［大型小売店］………………衣料品振るわず百貨店は前年割れ

６月の県内大型小売店販売高は、雨が多く夏物

衣料の売れ行きが鈍かったことなどにより、前年

比４．４％減の５３７億円と前年実績を下回りました。

業態別にみると、百貨店では衣料品の落ち込み

が大きく、販売高は前年比９．６％減となりました。

また、大型スーパーも衣料品等は低調でしたが、

食料品等は前年を上回り、同０．２％増とほぼ前年

並みを維持しました。

経済動向
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［住宅建設］…………………持家、貸家、分譲ともに減少

６月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比７．７％

減の７８４戸、貸家で同２８．７％減の２，７７６戸、分譲で

同４６．０％減の６６９戸となり、全体では同２９．２％減

の４，２３９戸と、前年を大きく下回りました。

［公共工事］…………………件数、金額ともに前年を上回る

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１２．７％増の５４１件、金額が同１４．６％

増の３０２億円と、件数・金額ともに前年を上回り

ました。

発注者別の請負金額をみると、「県」で同７．３％

減となったものの、「独立行政法人等（同８５．０％

増）」や「市町村（同１４．８％増）」などの増加が全

体を押し上げたため、全発注者合計では前年を上

回っています。

［企業倒産］…………………倒産件数、負債総額ともに前年を下回る

７月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２７．１％減の３５件、負債総額

は同２０．９％減の４８億７，１００万円と、件数・負債総

額ともに前年を下回りました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………減速感がみられる

生産面では、住宅投資の減少や海外需要が弱含んでいる影響等から、素材関連の他、主力の電気機

械でも弱めの動きがみられます。また、個人消費も物価上昇等の影響により弱い動きが広範化してい

ることから、熊本県の景気は総じて減速感が出てきています。

［生産活動］…………………輸送機械や金属製品の上昇で前月比プラス

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１０７．９と、２カ月ぶりに上昇し

ました。主要産業では、電子部品・デバイス工業

や電気機械工業などの８業種が低下したものの、

輸送機械工業や金属製品工業などの７業種が上昇

しました。

［大型小売店］………………衣料品とともに食料品も前年を下回る

６月の県内大型小売店販売高は、雨が多く夏物

衣料の売れ行きが鈍かったことなどにより、前年

比４．２％減の１４１億円と前年億実績を下回りました。

商品別にみると、衣料品は婦人服、紳士服とも

に振るわず前年比７．０％減少し、食料品等も売り

上げがマイナスに転じ、同１．３％減と前年実績を

下回りました。

経済動向
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［住宅建設］…………………貸家の減少幅大きく、前年を下回る

６月の新設住宅着工戸数は、分譲で前年比約４．５

倍の３２０戸と大幅に増加したものの、シェアの大

きい持家（同１６．６％減の３５２戸）や貸家（同５７．３％減

の３９０戸）で大幅に減少し全体を押し下げたため、

全体では同２４．４％減の１，０６３戸と、前年を下回り

ました。

［公共工事］…………………件数、金額ともに前年を下回る

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２２．９％減の３３３件、金額が同２８．２％

減の９４億円と、件数・金額とも大幅に前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同４６．３％

増となったものの、「県」で同６５．７％減、「市町村」

で同１６．３％減となり全体を押し下げたため、全発

注者合計では前年比減少しています。

［企業倒産］…………………負債総額は前年を下回る

７月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比７５．０％増の１４件、負債総額

は同１３．７％減の２８億６，５００万円と、負債総額は前

年を下回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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（出所）長崎県

［長崎県の景気］……………減速傾向の中やや持ち直す

生産面では、造船や電子部品などで引き続き高操業を維持しています。住宅建設や公共工事では鈍

い動きが続いていますが、６月は前年並みもしくは前年実績を上回るなど、減速傾向が続く中やや持

ち直しの動きがみられます。

［生産活動］…………………輸送機械などが低下し前月比５．７％マイナス

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１２２．１と前月比５．７％低下しまし

た。業種別では一般機械、電気機械など８業種で

上昇しましたが、輸送機械、食料品など５業種で

低下しました。

［大型小売店］………………雨が多く夏物衣料が低調

６月の県内大型小売店販売高は、雨が多く夏物

衣料の売れ行きが鈍かったことなどにより、前年

比５．０％減の９８億円と前年億実績を下回りました。

業態別にみると、百貨店では食料品等は堅調で

したが、衣料品は低調で、販売高は前年比６．９％

減となりました。また、大型スーパーも衣料品等

が振るわず、同４．３％減となっています。

経済動向

長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局
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［住宅建設］…………………貸家・分譲の増加で、前年を上回る

６月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

２９．２％増の２６１戸、貸家で同２８．１％増の３６９戸、分

譲で同約７．５倍の１２７戸となり、全体では同２９．８％

の７５７戸と、前年を大きく上回りました。

［公共工事］…………………請負金額で前年を上回る

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比４．３％減の２８７件、金額が同２．３％増

の１１５億円と、請負金額で前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町」で同

６９．５％増となったものの、「国」で同２９．７％減「県」

で同１５．９％減となり、全発注者合計では僅かなが

ら前年を下回りました。

［倒 産］…………………２０億円超の倒産が発生し、負債総額は増加

７月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１３．３％増の１７件、負債総額

は約２．５倍の６６億３，８００万円となりました。建設関

連で負債額２０億円超の大型倒産があり、負債総額

は今年２番目の規模に膨らみました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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海外生産拠点化の潮流と九州企業のアジアビジネス

はじめに

～貿易立国としての我が国の“産業構造”を

把握するために～

資源に乏しい我が国は、「貿易立国」として

成り立っています。他の先進国と同様、輸出入

を通じて世界各国への依存度を高めながら、経

済発展を遂げてきたと言えます。

戦後我が国は、海外から原材料を輸入し、そ

して生産活動によって付加価値の高い製・商品

を生み出し、それを海外に輸出するといった一

連の“産業構造”を築き上げました。「貿易立

国」として更なる飛躍を遂げるには、国内に生

産拠点を設けるだけでなく、技術力や人的資源

を注入した産業としての厚みを持たせる必要が

あります。

近年の動きとして、国内製造業が海外に生産

拠点を求めたり（いわゆる「産業の空洞化」）、

あるいは海外の生産拠点を国内に回帰させるよ

うな動きは、我が国の“産業構造”に少なから

ず影響を与えていると考えられます。

では、このような国内製造業の動きが、我が

国の“産業構造”にどのような影響を与えてい

るのでしょうか？また、進出する地域によって

特徴は見られるのでしょうか？これらの視点か

ら最近の国内製造業の潮流を捉えて行くことに

します。

今回の産業レポートでは、前半で国内製造業

における「海外進出状況」や「進出先の地域別

による現地法人の特徴」といった生産拠点の裏

付けを背景とした海外との関わりを把握し、後

半では、今秋公表予定の九州の企業約３，０００社

を対象としたアンケート結果の一部として、「九

州企業におけるアジアビジネスの展開状況」に

ついて述べていくことにします。

まずは、全体を俯瞰する意味で、国内製造業

が工場や生産部門を海外にシフトする「海外生

産拠点化」の動きを見てみます。

１．「海外生産拠点化」の動き

～「アジア」を中心とした海外生産拠点化の

動きが活発に～

製造業における「海外生産拠点化」の動きに

は、海外に安くて豊富な労働力を求めたり、あ

るいは海外市場を販売先として狙った動きなど、

様々な理由から生産拠点を国内から海外へとシ

フトさせる企業行動が背景にあります。

産業調査

図１ 我が国における海外生産比率の推移（製造業）

（出所）財務省「法人企業統計」

08 FFG調査月報 2008年9月



70

60

50

40

30

20

10

0

（件）�

アジア�

北米�

1999 2000 01 02 03 04 05 06（年）�

37
40

46
51

42 40

57

33

ヨーロッパ�

8

7

6

5

4

3

2

1

0

（兆円）�

1999 2000 01 02 03 04 05 06 07

1.7 2.0 1.9 2.2 2.5
3.0 3.3

3.7
4.61.4

1.6 1.6
1.6

1.7

1.9

2.3

2.8

2.9 輸入�

輸出�

（年）�

結果として、「海外生産拠点化」した現地法

人は、現地から原材料の調達や製・商品の販売

を進めて行くことによって“現地化”を進めて

行きます。

この「海外生産拠点化」した製造業の“現地

化”の動きは、徐々に我が国における「産業の

空洞化」と呼ばれる大きな動きに変わって行き

ます。

それでは、「海外生産拠点化」の動きを捉え

るために、図１の「我が国における生産比率の

推移」を見てみましょう。

図１に示すとおり、我が国における海外での

生産比率は年々増加しています。

特に、地域別構成比の割合を見ると、２０００年

以降の「アジア」の伸びが顕著となっています。

九州の企業が海外へ進出する場合でも、やは

り中国を中心とした「アジア」への進出が増え

ており、九州の貿易額増加のトレンドには「海

外生産拠点化」との関係が背景にあると見るこ

ともできます（図２、図３、「アジア」とは我が

国を除く東アジア地域のことを意味する）。

では、海外に生産拠点を移した現地法人（製

造業）の実際の生産活動はどうなっているので

しょうか？まずは、現地法人（製造業）の調達状

況から見て行くことにします。

３．現地法人の調達活動

～日本への依存度を強める現地法人の

経済活動～

図４は「アジア」、「北米」、「ヨーロッパ」の

３つの地域における「現地法人（製造業）の現地

調達率と調達状況」を見たものです。

各地域とも、現地からの調達を若干増加させ

てはいるものの、その調達率はほぼ横ばいで推

移しています。調達率がもっとも高い「北米」

の現地法人ですら、現地からの調達は６割程度

に収まっており、調達における“現地化”はそ

れほど高くないとも言えます。また、３地域の

現地法人とも日本からの調達割合は約３割程度

を占めており、海外に生産拠点を求めていると

は言え、日本からの調達依存度が高い傾向が確

認できます。

特に、「アジア」における現地法人は、日本

からの調達割合こそ地域間で一番低くなってい

ますが、金額から見ると最も大きくなっており、

日本によって支えられた“現地化”とも言える

のではないでしょうか？

以上のように、日本への依存度が強い「アジ

図２ 九州企業の海外進出の推移 図３ 九州７県の貿易額の推移

（出所）九州経済調査協会 （出所）門司税関
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ア」の現地法人と「アジア」地域への進出が最

も多い九州の企業との関係は「海外生産拠点

化」をキーワードとして繋がっていると言えま

す。次に、現地法人（製造業）が製造した製品の

販売状況を見てみましょう。

４．現地法人の販売状況

～地域ごとに異なる現地法人の販売状況～

図５の「現地法人（製造業）の現地販売率と販

売状況」をご覧ください。

現地販売率については、「北米」と「アジア」、

「ヨーロッパ」の地域で異なったトレンドを示

しています。「北米」の現地販売率については、

８割を超える高い水準を続けており、「ヨーロッ

パ」についても域内販売まで含めると実に９割

を超える割合が現地＋域内で販売されています。

産業調査

図４ 現地法人（製造業）の現地調達率と調達状況

（注）「現地販売」とは、我が国の進出企業の立地する進出先国
（出所）両図とも経済産業省

図５ 現地法人（製造業）の現地販売率と販売状況

（注）「現地販売」とは、我が国の進出企業の立地する進出先国
「域内販売」とは、これら企業の立地する国等が属する地域から進出先国等を除いた地域

（出所）両図とも経済産業省
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図６ 海外事業の内容

（出所）アンケート調査結果による

一方「アジア」はというと、現地販売率は５割

程度に収まっており、現地販売以外の販売先に

ついては、調達状況と同様、日本に依存してい

る割合が大きいということが分かります。「北

米」や「ヨーロッパ」における現地販売率の高

さについては、かつての自動車産業等に代表さ

れるような国家間の貿易摩擦を解消する手段と

して海外生産拠点化が進められた経緯があり、

同時に需要のある地域に生産拠点を構えて行く

といった基本的な企業戦略が背景にあったと考

えられます。

では、「アジア」はどうでしょうか？

いくつかの九州の企業でも見られるように、

「アジア」への生産拠点化の動きは、豊富な労

働力を狙った組立加工型の進出が中心であり、

「アジア」への現地販売を中心としているもの

の、日本への価格競争を意識した企業戦略が背

景にあり、この点で販売マーケットを現地のみ

に求めた「北米」や「ヨーロッパ」への進出形

態と明らかな相違があるようです。

つまり、「アジア」における現地法人（製造業）

については、現在のところ調達・販売の両面で

日本への依存度が強いと言えます。

そして、中国を中心とした「アジア」市場は、

高い経済成長や産業の集積化が増し、富裕層の

出現等から販売マーケットとしての魅力を備え

てきているのは確かです。そうであれば、「ア

ジア」における生産拠点化の動きも「北米」や

「ヨーロッパ」のように現地での販売率は、緩

やかであるものの確実に高まって行くものと思

われます。

今まで見てきたように、「海外生産拠点化」

の動きは、進出先の地域によって日本との関わ

り方に大きな違いがあると言えます。このこと

は、我が国の“産業構造”が積極的にグローバ

ル化していると捉えることもできます。

５．九州企業の「アジア」ビジネス

～九州企業の海外事業（アジア）に関するアン

ケート調査の結果～

九州の企業が海外事業を展開するにあたって、

実際にどのような企業行動をとっているかを把

握するために、九州の企業約３，０００社を対象に

「九州企業の海外事業に関するアンケート」を

実施しました（九州経済調査協会との共同研究）。

アンケートは今年３月末に行い、アンケートの

調査結果の具体的な内容は今秋に公表予定です。

ここでは、アンケート結果の一部をご紹介し

ます。

まずは、九州の企業における海外事業の展開

内容を見てみましょう（図６）。

海外事業内容のうち最も多い回答は「輸入」

となっており、次に「輸出」となっています。

アンケートの結果から、九州の企業は、主とし

て輸入や輸出といった貿易によって「アジア」

への事業展開を行っているということが分かり

ます。

次に、輸出入だけでなく、すべての海外事業

で「現在の重要な対象国・地域」と「今後、関

係拡大が期待される国・地域」とを尋ねてみま

した。
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図７のように現在の重要な対象国・地域は

「中国（上海・華東）」が最も多く、次いで「韓

国」、「中国（広州・華南）」という結果になって

います。

一方、今後、関係拡大が期待される国・地域

（図８）は「ベトナム」がトップとなり、「中国（上

海・華東）」が僅差で続いています。

現在の海外事業では「中国」、「韓国」などの

東アジア地域を重視していますが、今後は、「ベ

トナム」への期待が高く、「インド」などの中

国以外への注目も高まっています。

では、実際の貿易（輸出、輸入）において利用

している港湾・空港を見てみましょう（図９）。

九州企業において、貿易（輸出入）で利用頻度の

高い港湾・空港は「博多港」が突出して高く、

次いで「福岡空港」、「北九州港」の順となって

います。九州における「アジア」のゲートウェ

イはこの三大貿易港となっています。最近の傾

向としては、本州よりも九州の港湾・空港の利

用を増やしており、九州内の利用では「博多港」

産業調査

図７ 現在の重要な対象国・地域 図８ 今後、関係拡大が期待される国・地域

（出所）アンケート調査結果による （出所）アンケート調査結果による

図９ 利用頻度の高い港湾・空港

（出所）アンケート調査結果による
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と「福岡空港」の利用を増やしていると回答す

る企業が多いようです。

アンケート調査結果の最後に、自社の海外事

業の動向と急速な経済発展を遂げる「アジア」

経済との関係について尋ねています（図１０）。結

果、自社の海外事業が「アジア」経済と連動し

て伸びていると答えた企業全体の約４割に達し

ており、九州企業と「アジア」との関係の深さ

を示しています。

終わりに

海外における生産拠点のシフト化（いわゆる

「産業の空洞化」）は、一見すると我が国からの

経済活動を遮断し、一連の“産業構造”を否定

してしまうイメージさえ受けてしまいます。

しかしながら前段でも触れたとおり、「アジ

ア」への生産拠点のシフトは、我が国との経済

活動を遮断した“現地化”ではなく、調達や販

売、更には人的交流といった意味で、広く我が

国に依存した“現地化”であるということが分

かります。

「アジア」への生産拠点化の動きは、リード

タイムや物流コストの面から見ると、国内と比

較して大きな差はないものの、豊富な労働力を

利用した生産コストの面から見てみると、価格

競争力の点で経済合理性が見出せる「アジア」

が生産拠点として選ばれる一つの理由と思われ

ます。

アンケート結果からも分かるように、多くの

九州の企業が「アジア」と連動して成長してお

り、「アジア」から多くの恩恵を受けていると

も言えます。「アジア」もまた、中国市場の発

展と歩調を合せる様に成長を続けています。

九州には、自動車産業や半導体関連産業をは

じめとした工業製品や農産物など我が国を代表

する産業も多く存在することから、これらの産

業が「アジア」のニーズを適切に捉えることで、

更なるビジネスチャンスの可能性が期待できま

す。

ビジネスチャンスを上手く捉えるためには、

「アジア」を単なる生産拠点先として位置づけ

るだけではなく、時には巨大な販売先として企

業戦略を大きく転換する場面も想定されるので

はないでしょうか。

九州の企業が更なる経済的利益を獲得するた

めには、「アジア」との距離的優位性に甘んじ

ることなく、変化の激しい「アジア」のニーズ

を適切にキャッチするといった地道な企業努力

がビジネスチャンスを広げて行く大切な鍵であ

ると言えそうです。

（真田 高充）

図１０ 自社とアジアとの関係

（出所）アンケート調査結果による
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九州の工場立地動向と企業立地の取り組み
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はじめに

九州では工場を新設や増設する動きが活発化

しています。このレポートでは、九州経済産業

局＊「九州の工場立地動向調査」を基に九州全体

の工場立地動向を整理し、福岡県、熊本県、長

崎県における企業立地の取り組みを紹介します。

＊九州経済産業局が実施している工場立地動向調査で計
上されているのは、製造業、電気業（水力・地熱発電所を
除く）、ガス業、熱供給業のための工場又は事業場を建設
する目的をもって、１，０００�以上の用地を取得（借地を含む）
した者とされています。

１．九州の工場立地動向

件数・敷地面積ともに好調な工場立地

九州の工場立地件数は、１９９８年以降減少を続

けていましたが、２００２年を底として景気回復等

を背景に増加し始め、０７年には２１３件、敷地面

積は４１６．６haにまで達しています（図１）。

自動車関連産業が工場立地を牽引

こうした状況のなか、立地件数の業種別内訳

をみると（図２）、最も多いのは金属製品の４８件

で、次にプラスチック製品２５件、一般機械器具

２５件、輸送用機械器具２４件、食料品１９件と続い

ています。企業立地の牽引役となっている自動

車関連産業の立地は、前年より１件増え４６件と

好調さを維持しています。

立地件数トップは福岡県

０７年の立地件数を県別でみると（図３）、自動

車関連産業等の立地が活発な福岡県が７１件と九

州で第１番目、全国でも第６番目となっていま

す。次に多いのは３７件の熊本県で、前年よりも

件数は減少していますが高い水準を保っていま

す。

そのほかでは、大分県２８件、長崎県２４件、鹿

児島県２１件、佐賀県１９件、宮崎県１３件と続いて

います。

０６年の立地件数と比較して最も伸びているの

は長崎県で９件の増加、次に大分県が８件増加

しています。

次に、地域別に０７年の工場立地件数が多かっ

た福岡県と熊本県、そして０６年と比べて０７年の

増加件数が最も多かった長崎県について、工場

地域経済調査
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（出所）九州経済産業局「九州の工場立地動向調査」

立地状況と企業立地の取り組みについてみてい

きます。

２．福岡県の工場立地動向

�工場立地の状況
５０件を超える立地件数を維持し順調に増加

工場立地件数では０２年と０４年の５２件が近年で

最も低い件数でしたが、年によるぶれが少なく

安定的に工場立地件数は推移しています。０５年

以降立地件数は順調に増加し０７年は７１件となっ

たほか、敷地面積も１００haを超え、大規模工場

の立地が進みました（図４）。

工場立地をリードする自動車関連産業

０７年の工場立地の業種別内訳をみると金属製

品（２０件）が最も多いほか（図５）、プラスチック

製品、食料品、一般機械器具、輸送用機械器具

などが立地しています。多様な業種で構成され

る自動車関連産業の立地は１９件あり、自動車関

連産業が福岡県の工場立地のリード役となって

います。

�企業立地の取り組み
「北部九州自動車１５０万台生産拠点推進構想」

の推進

福岡県には完成車メーカーである日産自動車

九州工場（苅田町）と、トヨタ自動車九州（宮若

市）が、隣接する大分県中津市にはダイハツ九

州が立地し操業しています（表１）。福岡県には

様々な業種の企業が立地してきていますが、特

に自動車産業の集積に注力しアジアをリードす

る自動車の一大生産拠点を目指した「北部九州

自動車１５０万台生産拠点推進構想」を策定し、

０９年度を目標年次と定め取り組んでいます。

この構想は次の４つの目標を立てて取り組ま

れています。

【目標１ 生産台数１５０万台】

【目標２ 地元調達率７０％】

【目標３ アジアの最先端拠点】

【目標４ 次世代のクルマ開発拠点】

表１ 北部九州における自動車の生産状況

北部九州の自動車メーカー 生産開始
生産台数（実績） ０９年度生産能力

（予定）０４年度 ０５年度 ０６年度 ０７年度
日産自動車�
九州工場（苅田町）

７６年１２月
（車両）

５１万台 ４２万台 ３５万台 ４０万台 ６５万台

トヨタ自動車九州�
（宮若市）

９２年１２月 ２５万台 ３１万台 ４１万台 ４４万台 ４６万台

ダイハツ九州�
（中津市）

０４年１２月 ４万台 １７万台 ２５万台 ２９万台 ４６万台

合 計 ８０万台 ９０万台 １０１万台 １１３万台 １５７万台
（出所）福岡県
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図７ 熊本県の業種別工場立地件数（２００７年）

３．熊本県の工場立地動向

�工場立地の状況

半導体・液晶関連産業の立地が多い

近年の工場立地件数は０２年の１０件を底に年々

増加し、０６年に３９件、０７年に３７件と高い水準が

持続しています。敷地面積も立地件数とともに

増え、０７年は５６．４haとこの１０年間では最も大

きな面積になっています（図６）。

工場立地件数３７件の業種別内訳は、金属製品

（９件）が最も多く、そのほかプラスチック製品、

電気機械・電子部品等、一般機械器具、輸送用

機械器具などがあります。そのうち半導体・液

晶関連の工場立地は８件、自動車関連立地は６

件などとなっています（図７）。

�企業立地の取り組み
世界とつながる、ものづくりの森へ

熊本県では産業振興の具体的方策として、３

つのフォレスト構想と２つの戦略を立てて、世

界的大競争時代（グローバル・メガ・コンペ

ティション）に対応する高度ものづくり拠点の

形成に取り組んでいます。この５つの構想と戦

略で注力している産業分野は、以下に示す半導

体、バイオ、製造業の基盤技術、ソーラー産業、

自動車関連産業です。

【セミコンダクタ・フォレスト構想】

地域の産学行政連携を基盤として、半導体生

産技術等を核とした国際競争力のある新技術・

新産業が継続して創出される活力ある地域創生

を目指しています。

【バイオフォレスト構想】

「安心・元気・快適なくらしを導く産業づく

り」をスローガンとして、医療、食品、環境の

各分野において、バイオテクノロジーのより一

層の振興を図り、関連産業の高度化と集積、本

県経済の活性化、安心・元気・快適なくらしの

実現に貢献します。

【ものづくりフォレスト構想】

「火の国の元気産業づくり」を理念とし、あ

らゆる製造業の基盤的な技術を高度化させ、自

動車産業など九州の機械工業の拡大傾向への対

応をはじめ、熊本県のポテンシャルを活かした

事業展開に挑戦することにより競争優位性を確

保し、活力ある熊本を実現します。

【ソーラー産業振興戦略】

熊本県内のソーラー産業の拡大及び太陽光発

電システムの普及を図ることによる県内産業の

振興、及び環境立県くまもとの実現を目指し、

ひいては、日本の新エネルギー・環境対策に貢

献します。

【自動車関連産業振興戦略】

北部九州における自動車関連産業の集積や大

手自動車・二輪メーカーの二輪車生産の熊本集

約等を背景に熊本県の自動車関連産業の振興を

図るため、九州各県とも連携し、企業の取引拡

大や人材育成、経営力強化などを推進していき

地域経済調査
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（出所）九州経済産業局「九州の工場立地動向調査」

ます。

４．長崎県の工場立地動向

�工場立地の状況
自動車関連産業を含め多様な業種で増加

工場立地件数は０４年まで年間およそ１０件前後

で推移していましたが、０５年は食料品製造の立

地などで３０件と急増しました（図８）。０６年は１５

件と半減したものの、０７年は２４件と再び増加し

立地件数の水準は高まっています。

業種別にみた工場立地件数で多かったのは一

般機械器具（６件）、金属製品（５件）、食料品（３

件）、輸送用機械器具（３件）などでした。その

うち自動車関連立地は３件、半導体・液晶関連

立地は２件ありました（図９）。

�企業立地の取り組み
限られた条件で最大の成果を

長崎県は広大な工場用地や水資源には乏しい

ものの、企業誘致について４つの重点テーマを

掲げ、限られた条件の中で最大の成果を目指し

て企業立地に取り組んでいます。

【大きな雇用につながる製造業の誘致】

大型工業団地には、比較的広い用地を必要と

し、大量の雇用を見込める製造業の誘致を目指

しています。

【特色のある技術を持つ製造業の誘致】

市町が整備する比較的小規模な工業団地等に

は、規模は大きくなくとも、特色のある技術力

と競争力を有する製造業の誘致を目指していま

す。

【企業の設計・開発拠点の誘致】

都市部の賃貸ビルなどには、広大な敷地や水

資源を必要としない設計、開発部門の誘致を目

指しています。

【コールセンターやデータ入力センターの誘

致】

県下全域を対象として、コールセンターや

データ入力センターの誘致を目指しています。

長崎県では、企業振興・立地推進本部を設置

し企業にアプローチしています。対象としてい

る業界や企業は、産業機械・ロボット、自動車、

航空機、基礎技術関連、新エネ・新素材・環境

関連、造船、電気（電子）機械・部品、食品、情

報通信など多岐に渡っています。

おわりに

物流や水資源などのインフラが充実している

福岡県や熊本県では、自動車関連や半導体産業

を中心とする業種に特化して企業立地活動を展

開しています。

その一方で、長崎県など土地や水事情が厳し

い地域においても、多様な業種を対象とする活

動を展開し実績を伸ばしており、それぞれの地

域の取り組みが、九州の企業立地の増加を支え

ているといえます。 （島浦 誠）
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見直される日本の国産農産物

日本の食料自給率（カロリーベース）の推移を

見ると、１９６０年の７９％から２００６年には３９％と半

分の水準に下落しており、現在、日本の食は外

国からの輸入に依存し成り立っていると言って

も過言ではありません（図１）。しかし、昨今の

世界的な穀物高騰や中国産の冷凍食品における

残留農薬の問題等から、国産食品へのニーズが

拡大しており、国内農業再生の機運が高まって

います。特に、国内農業産出額の約２割を占め

日本の食料基地と言われる九州の農業の強化は、

国の食糧安全保障においても重要であると思わ

れます。

一方、国内では農業従事者の減少及び高齢化

が進み、伴って耕作地面積も減少し続けており、

こうした休耕地の拡大は、農業の衰退のみなら

ず日本の伝統的な田園風景の荒廃や、貯水機能

や生態系の維持機能の衰退をも意味しているこ

とから、農業の復活は環境保全の意味からも重

要であると言えます（図２）。

そこで、ＦＦＧでは農業振興への取り組みを

強化しており、不動産担保等に過度に依存せず、

事業内容に基づいた様々な資産の価値を見極め

て融資を行う動産担保融資や、生産から加工、

販売までを繋ぐ食のネットワーク化のお手伝い

等を積極的に進めています。

そのような中、棚田の保全を通じた、農業振

興や環境保全、地域経済の活性化を目的とした

「第１４回全国棚田（千枚田）サミット」が、０８年

１０月１６日�～１８日�の３日間、長崎県の長崎市
と雲仙市において開催されます。そして、当グ

ループでは、傘下の親和銀行における店舗内で
あ づ ま

のポスター展示の他、吾妻支店（長崎県雲仙市）

をはじめとする島原半島の各支店で棚田の写真

展を実施するなど、広報活動を通じた支援・協

力を行っています。

存亡の危機に直面する日本の棚田

日本各地には山から流れ出す水を蓄え、ダム

の代わりを果たしながら稲を育て、日本の国土

を守り、命を育んできた棚田（千枚田）がありま

す。しかし、全国１，０００余に及ぶ棚田は、経済

効率重視の風潮や担い手の減少などにより荒廃

化が進み、今や存亡の危機に直面しています。

そこで、日本農業の歴史的文化遺産及び資源で

ある棚田の役割を見直し、先人たちの知恵を学

び、環境保全、国土保全と農村文化を考え、ひ

いては地域の活性化を図ることを目的として、

９５年９月に全国棚田（千枚田）連絡協議会が設立

されました。

トピックス

図２ 農業生産量、耕地面積等の推移（１９６５年＝１００）
図１ 日本の食料自給率の推移

（出所）農林水産省「食糧需給表」 （出所）総務省、農林水産省
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「全国棚田（千枚田）サミット」とは

全国棚田（千枚田）サミットは、担い手の減少

などで農地荒廃が進む中、棚田の文化的価値や

多面的機能を見直し、中山間地域の活性化策を

探ろうと「日本の棚田百選」に選ばれた地域で

毎年開催されており（九州での認定地区は、福

岡４、長崎６、熊本１１など計４７地区）、基調講

演や分科会、棚田見学などが実施されています。

また、９５年より開催されている同サミットは、

今年で１４回目の開催になり、九州では、佐賀県

（第２回、第１６回）、福岡県（第６回）、宮崎県（第

１２回）で開催されており、長崎県での開催は初

めてです。

棚田の魅力を全国に！！第１４回全国棚田サミッ

トの概要

長崎市、雲仙市の共同で、「みんなで語ろう、

棚田の未来」をテーマに、１０月１６日から３日間

開催される「第１４回全国棚田（千枚田）サミッ

ト」の具体的なスケジュールや分科会の内容は

以下のとおりです。主な日程としては、１日目

が長崎市のアリーナ「かぶとがに」で、全国棚

田連絡協総会、午後から開会式、基調講演、児

童による事例発表、大中尾棚田の見学会があり

ます。２日目には雲仙市で清水棚田見学会後、

市内各会場で「子どもたちの環境教育や食育」、

「一般市民参加による棚田保全」、「地域づくり

と棚田継承」、「おいしい米づくりと販売戦略」、

「百姓と共に語ろう日本の農業」をテーマに５

分科会が開催される他、首長会議などが開かれ

ます。３日目は雲仙メモリアルホールで事例発

表、分科会発表、共同宣言などがあります。

棚田が生み出す様々な効果

このように、農業振興、棚田の存続を目的と

する各種イベントや農業体験などにより、地域

住民と都市住民との交流を図り、地域の活性化

に繋げようとする取り組みがなされています。

また、こうした取り組みによる都市部の消費者

と農山村（生産者）との交流により、互いの顔が

見える関係が構築された結果、農産物の安全性

や品質に対する信頼感が生まれ、棚田米だけで

なく、地区で採れた野菜等を買い求めていく

オーナーが増え、地域の活性化や農業生産意欲

の向上にも繋がっている地域もあります。

今後の課題

棚田の維持・保全を通じた地域経済活性化を

目的に開催されている「全国棚田サミット」で

すが、単に、棚田の維持・保全のみに特化した

活動では、有識者による小さな活動に止まって

しまう可能性があります。そのため、今後、こ

うした活動の輪をさらに広げ、地域経済の活性

化に繋げていくためには、例えば、棚田で収穫

された米、すなわち棚田米のブランド化や、棚

田の優れた景観を観光資源として活用するなど、

農業振興と生産物の高付加価値化、さらには観

光振興などにも繋げていく必要があるもと考え

ます。 （横尾 直樹）

清水棚田（雲仙市）

大中尾棚田（長崎市）
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明治９年創業以来１３３年
鉄鋼築炉企業のトップとし
て走り続けてきた「世界の
ヤマサキ」。卓越した築炉
技術に安住することなく社
員一丸技術・技能革新を進
めておられます。今後もし
なやかな発想と限りない創
造力で斬新に事業展開され
ることを確信しております。

h e a r i n g . 0 1

私の「経営理念」

私は経営の原点は人であると考えま
す。当社では創業以来「企業は人なり」
を合言葉に、高尚な人格を兼ね備え、
誇りと自覚を持ち、限りない創造を
モットーに業務に邁進する人材育成に
力を入れてきました。
私どもは鉄鋼メーカーを顧客とする
築炉工事を中核事業としますが、事業
所内に築炉技術の専門学校を運営して
います。これは、築炉業界では全国で
も我が社だけが持つ仕組みです。新入
社員はまずこの専門学校に入学し社内
で統一された基礎技術を身につけた後、
現場へと送りだされます。その後各職

場にて指導・教育を行いますが、専門
学校で基礎技術を身につけているため
成長のスピードが速く優秀な技能者が
育っています。
当社は不景気の時代にも継続して採
用活動を行ってきており専門学校の卒
業生は累計３００名を超えました。
このように技能を蓄積してきた結果、
「築炉工事業」という特異な分野にお
いて、日本はもとより世界の鉄鋼業を
支えていく卓越した技術を持つに至っ
ています。
この高度な技術を次の世代に継承す
ることも我々の重要な使命であると考
えており、現在は技術の継承にも注力
しています。

当社の「セールスポイント」

当社は中核業務である築炉事業にお
いて、大型炉における多数の実績を残
しており、その築炉技術は世界的にも
高い評価を得ています。
当社の「幹」である築炉技術を活か
し、その「枝」となる事業展開にも注
力しています。例えば、新型焼却炉建
設に取り組んでおり、これは環境問題
への関心が高まるなか有望な事業であ
ると考えます。
また、世界の鉄鋼業の発展に寄与す
るため、数多くの中堅・若手技術者を
海外へ派遣し、積極的な技術指導を
行っています。派遣された社員は客先

との折衝から現場監督までこなし、国
際人としての責任と自覚をもって仕事
に邁進しています。
そうした中、当社の「幹」である築
炉事業だけに依存しない体質を作るた
めに、全く新たな分野への進出も試み
ています。３２年前に、地域貢献と体
を壊した職人の配置転換先確保の意味
を込めてゴルフ場事業に進出し、今で
は、玉名ＣＣ、浮羽ＣＣの２つのゴル
フ場を運営するに至っています。
これからも社員を大切にし、しなや
かな発想とパイオニア精神を持って既
成技術にとらわれない高度な技術開発
と斬新な事業展開を行ってまいります。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 ヤマサキ

所 在 地／大牟田市大字橘１１番地

事業内容／各種工業炉設計・その他工事・ゴルフ場経営

設 立／１８７５年１月

資 本 金／４５百万円

従業員数／５１９人

年 商／１４６億円（２００７年８月期）

Ｔ Ｅ Ｌ／０９４４‐５８‐１３６６

Ｆ Ａ Ｘ／０９４４‐５８‐５３３４

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.yamasaki-grp.co.jp

代表取締役社長

山� 一正氏

推薦者コメント

福岡銀行大牟田支店
池田支店長コメント

株式会社 ヤマサキ
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企業には幅広い人材を、
求職者には旬で確かな情報
を提供する「あつまるくん
の求人案内」は、豊富な情
報量と信頼の高さで、九州
最大の発行部数を誇る総合
求人誌です。常に前向きな
挑戦と取組みを実践されて
おり、元気印の企業として
紹介させて頂きます。

私の「経営理念」

私の経営理念は「正直」「まじめ」
「努力」です。１９８１年に熊本で「週
刊求人案内」を創刊し、「働きたい」「良
い人材がほしい」という社会を動かす
大きな二つのニーズを結びつける仕事
を始めて２７年、華やかなイメージの
ある広告業界で、この三つの言葉に愚
直に取り組んできました。
私どもの仕事は物売りではなく、
「人」が相手です。生活を支える「求
人と雇用」という社会的使命と貢献度
の高いミッションにおいて、人と人の
架け橋の役割を果たすため、何よりも
「信頼」を大切にしてまいりました。

そのために、できるだけ多くのお客様
の元へ足を運び、ご要望にきめ細かく
お応えする姿勢を大切にし、常にお客
様に慕われ「あの人に来てほしい」「あ
の人の話を聞いてみたい」と思われる、
感じの良さ、責任感、清潔感のある営
業マンを育成しております。
昨今、時代は我々に「まじめさ」の
価値を強く再認識させるようになって
きました。私どもが創業以来取り組ん
できた理念は間違っていなかった、と
いう思いを改めて強くしています。
今後とも、まじめで一生懸命な「心
の営業」を信条として、求人者と企業
の双方に喜んでいただけるサービスを
提供してまいります。

当社の「セールスポイント」

当社の求人情報誌「求人案内」は、
地域密着をモットーとし、広告依頼主
である企業様、求職する利用者の方々
双方に安心してお付き合いいただける
情報誌であることを願い、日々努力し
ております。
全社一丸となった努力の結果、クラ
イアントである企業様にとって、ス
ピード、情報の正確性、信頼感、いず
れをとっても「あつまるくん」は十分
（他誌は不要）なクオリティを提供でき
ていると自負しております。
当社の情報誌は毎週火曜日に締め切
りし、木曜日の朝には商品を配送して

おります。何があろうとも休めない、
間違いがあってはいけないという緊張
感のある仕事を、スピーディーにこな
すために、最新のコンピューターシス
テムを導入しました。これにより営業
マンがお客様からお預かりする広告
データを自分で処理できるようになり、
業務効率が大幅に向上いたしました。
最近では少子化の影響から、人材の
Ｕターン志向が強くなっており、地元
九州に密着した当社の情報は重要性を
増しております。東京など首都圏での
営業を強化し、優秀な人材を地場企業
にご紹介できる商品作りとＰＲに注力
してまいります。

h e a r i n g . 0 2

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 雇用促進事業会

所 在 地／熊本市紺屋今町１４番地求人案内本社ビル

事業内容／情報誌出版業

設 立／１９８１年７月

資 本 金／２億円

従業員数／４１４名

年 商／９３億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９６‐３２２‐６６１０

Ｆ Ａ Ｘ／０９６‐３５９‐９５００

Ｕ Ｒ Ｌ／http://atsumaru.jp/

代表取締役

島田 俊郎氏

株式会社 雇用促進事業会

推薦者コメント

熊本ファミリー銀行花畑支店
野村支店長コメント
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食の安全に徹底的にこだ
わる伊藤社長は、ＨＡＣＣ
Ｐ（食品安全管理システム）
とＩＳＯ（高品質の管理シ
ステム）、さらには味や食
感の品質危害管理も求める
ＳＱＦを取得されました。
また、更なるお客様満足の
追求のため、日々全力で業
務に取り組まれています。

h e a r i n g . 0 3

私の「経営理念」

当社は、「安心、安全、高品質な食
品造りによる顧客満足の追求」を経営
理念とし、地域社会から揺るぎない信
頼を得ることを目指しています。
一連の食品事件によって、食の安全
に対する消費者の意識が高まるなか、
当社ではこの経営理念を具現化するた
めに、食品産業の認定基準では最も厳
しい国際規格だと言われるＳＱＦ（Ｓａ
ｆｅＱｕａｌｉｔｙＦｏｏｄ）２０００／ＨＡ
ＣＣＰの認証取得に取り組みました。
ＳＱＦとはＨＡＣＣＰ（食品安全管理
システム）とＩＳＯ９０００（工業系品質管
理システム）を組み合わせ、さらに品

質危害分析なども組み入れた、食品の
安全と品質を確保するための食品総合
マネジメントシステムです。
全社事業として取り組んだ結果、

２００８年１月に餃子製造工場としては
日本で初となるＳＱＦ２０００／ＨＡＣＣ
Ｐの認証を取得することができました。
当社は認証取得に備え自社工場を新
築し、作業状況を着替えずに見学でき
る専用通路を備えました。製品の製造
工程や管理状況を、取引先や消費者に
間近に見て頂くことができます。
これからもさらに製品の安全性確保
と品質の向上に努め、地域社会からの
信頼を一層盤石なものにしていきたい
と考えています。

当社の「セールスポイント」

当社では餃子を主力製品として、
シューマイ、豚角煮まんじゅう等を製
造販売しています。その中の看板商品
である「ひとくち餃子」シリーズは、
薄皮でぱりっとした食感を持ち、「麒
麟子」「ニラ麒麟子」「シャキッ子」な
ど様々な商品を取り揃え、食品スー
パーや生協等に卸しています。
当社の商品開発は、営業担当者から
の提案に基づいて着手し、私と品質管
理部門とで商品化の検討に取り組んで
います。「豚角煮まんじゅう」もそう
して開発したもので、この商品はさら
にハウステンボスジェイアール全日空

ホテルの中国料理店「花梨」浦田料理
長のレシピに基づいて製造されていま
す。
当社では、これらの商品をギフト用
としても取り扱っており、インター
ネット上などで注文を受け付け、パッ
ケージ包装を施して全国へクール便で
発送しています。
食肉は全て国内産を使用しているほ
か、それ以外の原材料も国内産へのシ
フトを進めています。原材料価格は高
騰していますが、厳選した食材を使っ
て製造した「安心・安全・高品質」な
商品を、全国に向けて安定的に提供で
きるよう、これからも取り組んでいき
ます。

事｜業｜概｜要

会 社 名／キリンフーズ 株式会社

所 在 地／長崎県佐世保市卸本町１４‐１

事業内容／中華商材製造

設 立／１９８５年９月

資 本 金／１，０００万円

従業員数／４５名（パート含む）

年 商／４億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９５６‐３３‐３３３３

Ｆ Ａ Ｘ／０９５６‐３３‐３５５７

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.chyuka-honpo.co.jp

代表取締役

伊藤 正浩氏

キリンフーズ 株式会社

推薦者コメント

親和銀行卸本町支店
岩永支店長コメント
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図１ 実質経済成長率

（出所）Bloomberg データよりふくおかフィナンシャルグループ作成
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図２ 年初来株価指数

（出所）Bloomberg データよりふくおかフィナンシャルグループ作成

近年、ベトナムはチャイナプラスワン（※１）

の第１候補地として注目され、めざましい経済

発展を遂げています。図１のとおり、毎年１０％

を越す経済成長を続ける中国には及びませんが、

ベトナムは昨年８％台、直近データでも６％後

半の成長率を維持しています。近年の伸び率は

１９５５年から７１年にかけての日本の高度経済成長

期に匹敵します。

このように好調を維持しているベトナム経済

ですが、今年に入り、経済発展とともに様々な

問題が露呈してきました。

今回は、ベトナムで発生した、経済に関連す

る問題の中から「株式市場の混乱」と「通貨ベ

トナムドンとインフレ問題」についてリポート

します。

※１…「世界の工場」として確立した中国で生じている人
件費の上昇、政治問題等リスクの一極集中を避け、近隣
のアジア諸国に生産拠点を設ける考え方や動き。

１．株式市場の混乱

実体経済の一歩先を読んで動くといわれる株

式市場ですが、ベトナムを代表するホーチミン

証券取引所の株価指数が、年初来半分にまで下

落しています。これは、昨年のピーク時の株価

から、約３分の１にまで下落する大幅なもので

す（図２）。

株価が下落したこの時期は、①アメリカのサ

ブプライムローン問題を受け、世界中の株式市

場が打撃を受けた、②昨年１年間でベトナムの

株価指数が２倍に跳ね上がった反動、という特

殊要因がありました。しかし、サブプライムロー

ン問題で同様の影響を受けた日経平均株価の動

きに比べると、ベトナムの株式市場の下落幅は

極めて大きく、いかに投資家の混乱を招いたか

が伺えます。

この株価下落の最大要因として、ベトナムの

証券市場と投資家の双方が未成熟であることが

挙げられます。現在、ベトナムにはホーチミン

とハノイに証券取引所がありますが、ホーチミ

ン証券取引所が開設されたのが２０００年、ハノイ

証券取引所は０５年と、いずれも１０年も経過して

おらず、また時価総額が２兆円足らずと、東京

海外リポート
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ホーチミンの証券会社の株価ボード
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図３ 消費者物価指数

（出所）Bloomberg データよりふくおかフィナンシャルグループ作成

証券取引所が約５００兆円規模にあるのに比べて

非常に小さな市場であることがわかります。

また、市場の国際化も進んでおらず、投資家の

構成内容は、海外投資家が半数を超える東京市

場に対しベトナム市場では国内投資家が８０％を

占めています。

このように、国内少額投資家が中心で規模の

小さいベトナム市場は、国内問題の影響を強く

受けてしまいます。また、外部資金流入による

株価調整が機能しづらくなるため、どうしても

相場が一方向に向かう傾向があります。これが

昨年来、ベトナム株式市場での株価の乱高下を

引き起こしている理由の一つとして挙げられま

す。同じような例は、外国人に対して市場を完

全には開放していない中国株式市場（上海・深

セン）でも見られます。

また、地元の投資家自身も、株式市場や企業

分析等に精通している人はまだ少数であり、

ホーチミン市内の証券会社に足を運んでみると、

そのあたりの状況がよく理解できます。

こうして見ると、現在のベトナムの株式市場

が実体経済をそのまま反映しているとはいい難

く、年初来の大幅な株価下落がベトナム経済の

急速な悪化を直接的には示しているとはいえな

いでしょう。

２．通貨ベトナムドンとインフレ問題

今年６月、ホーチミン市内の私営両替所には、

手持ちのベトナムドン（ベトナムの通貨）を米ド

ルや金に換えようとする人たちがたくさん詰め

掛けました。この背景には、昨年末より続く消

費者物価指数の２ケタ上昇を抑えきれないベト

ナム政府への不満の表れがあります。

この物価上昇は、低所得者による政府への暴

動懸念を引き起こすなど、社会の安定性を損な

う危険性をはらんでいます。

原油価格・食料価格高騰の影響を受け、現在、

世界的に消費者物価指数が上昇しています。中

国においても、豚肉、コメの供給が不足し物価

が急激に上昇しています。最近の消費者物価指

数上昇率の比較では、中国が最高８．５％である

のに対して、ベトナムでは２５％以上となってお

り、いかに危機的な状況にあるかが理解できま

す（図３参照）。

ベトナムでは、特にコメ、小麦の価格高騰が

著しく、昨年の２倍以上にまで上昇し、収入に

対する食料費支出割合の高い低所得者層に深刻

な影響を及ぼしています。さらに、今回の原油

価格高騰も消費者物価上昇に追い討ちをかけて

います。ベトナムは最大の輸出産品が原油であ

るにも関わらず、国内に石油精製施設がなく、

海外リポート

ホーチミン市内のバイクの列
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（出所）Bloomberg データよりふくおかフィナンシャルグループ作成

製油した石油製品を輸入しなければならない構

造となっているため輸入価格が上昇し、物価高

騰の大きな要因となっています。

今回のインフレを引き起こした最大の原因が、

経済成長を優先するあまり、金融引締め政策を

採らなかったベトナム政府の対応にあるのでは

ないかという声があります。また、ベトナム市

民の頭の中にはベトナムドンの価値低下を引き

起こした「ハイパーインフレ」（８０年代の７００％、

９０年代の７０％）の記憶が残っているともいわれ

ます。

ベトナムでは多くの店で米ドルとベトナムド

ン双方が使えます。タクシーでさえも米ドルで

支払うことが出来ます。現下の情勢において、

多くの市民がベトナムドンを米ドルに換える動

きを強め、結果として、図４のようにベトナム

ドンの対米ドルレートを大きく動かすことにつ

ながっています。このような動きは市場のドル

化（dollarise）と呼ばれ、不安定なベトナムドン

から米ドルへのシフトを加速させる要因となっ

ています。

そこで、ベトナム政府も自国通貨のベトナム

ドンを守り、インフレを抑制するため、市中に

ある資金回収に努めています。中央銀行もベト

ナムドンの預金金利を１７～１８％まで引き上げま

したが、消費者物価指数の上昇が２５％を越える

状況ではインフレ抑制効果は限定的です。

通貨の不安定さは進出する外国企業にも影響

が大きく、政府による通貨安定化政策が求めら

れています。

３．ベトナム政府の今後の対応に注目

これまで説明したとおり、ベトナムではさま

ざまな問題が発生してきています。しかしなが

ら、中国での生産体制の一極集中からベトナム

に拠点をシフトするチャイナプラスワンの流れ

は依然として続いています。今年１～７月の海

外からの直接投資額（認可ベース）が４５３億米ド

ルと前年同期比４倍になっていることからも、

その傾向は明らかです。また、日本企業のベト

ナム進出については、大手企業から、中堅・中

小企業へと広がりを見せています。その一方で、

急激な経済発展にベトナム自体が追いついてい

けなくなっているという現状も存在します。

そのため、経済発展を最優先として掲げてき

たベトナム政府も、今後は国内問題に眼を向け

たインフレ対策等に重点を置く予定にしていま

す。

WTOに加盟して１年半が経過し、ベトナム

も今後は様々な分野で自由化を迫られ、新たな

波が押し寄せてくるでしょう。これからのベト

ナムが、中国のような巨大生産地としての地位

を確立するにはまだまだ問題が山積していると

いえます。ベトナム政府の今後の対応に大きな

注目が集まります。

（平松 毅一郎）

参考文献：South China Morning Post

ベトナムで流通するベトナムドン（右）と米ドル
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上海で商談会を開催

７月、中国上海市において、二つの商談会が

行われました。７月８日、「全国地銀合同商談

会」では、機械、金属、電子、プラスティック

など製造業向けの商談会が行われ、続いて、７

月２３・２４日の二日間、食品関連の商談会「第２

回日本食品展示商談会ｉｎ上海」が開催されま

した。

この二つの商談会は、全国の地銀が合同で主

催したもので、ふくおかフィナンシャルグルー

プ（以下、「ＦＦＧ」という。）３行（福岡銀行、

熊本ファミリー銀行、親和銀行）は、双方に主

催行として参加しました。

盛会のうちに終了した両商談会の模様をレ

ポートします。

１．機械製造業向け商談会

７月８日に開催された「全国地銀合同商談

会」は、ＦＦＧ３行のほか、伊予、大垣共立、

京都、七十七、常陽、中国、ほくほくフィナン

シャルグループ（北陸、北海道）、横浜の全１２行

が共同主催者となり、取引先合計１３５社が出展

しました。

本商談会は、板金、プレス、金型など日本国

内の工業メーカーに、中国における部品調達先、

加工委託先を紹介する目的で行われ、昨年に引

き続き二回目の試みです。

当日は中国側から約１，１００社、延べ１，７００人が

来場。来場者が日本側企業の展示した商品見本

を製造できるかどうかを検討する「逆見本市」

の形式で、およそ２，７００件の商談が行われまし

た。ＦＦＧが行ったアンケートでは、３行取引

先の出展企業の６６％から「満足」したとの感想

が寄せられ、それぞれ、今後成約に結びつきそ

うな商談成果が上がっていました。また、約半

数の企業から次回開催時にも出展したいとの希

望がありました。

ただし、従来は対日輸出をベースとしていた

現地日系企業の事業も、中国政府主導による外

資優遇政策の見直しや人民元の切り上げ、人件

費の上昇など、ここ一年間の環境変化により、

従来の対日輸出から中国国内での販売にシフト

する動きが見られます。今後は、販売先を開拓

する商談会のニーズがより高まってくると思わ

れます。

２．食品商談会

続いて、７月２３・２４日両日に行われた「第２

回日本食品展示商談会ｉｎ上海」は、ＦＦＧ３

行、鹿児島、千葉、八十二、広島、北洋、みな

との９行が主催し、日本側からの出展企業１５３

社、主催者が招待した中国大手食品メーカー、

フラッシュ
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百貨店、商社、有名食品バイヤー合計約８００社

をはじめ、約２，３００名が来場しました。銀行主

催による上海での食品商談会としては過去最大

規模のものとなりました。

高い経済成長率を誇る中国では、国民の生活

水準の向上に伴い「食品の安全性」や「健康」

に対する関心が高まってきています。特に、総

人口１３億人のおよそ１割と言われる富裕層の間

では、安心、安全、ヘルシーな日本食品の需要

が増えており、多くの日本企業が中国への輸出

や販路拡大を検討しています。

今回の商談会では、コーヒー、お茶、ミネラ

ルウォーター、日本酒、焼酎、清涼飲料水など

の「飲料系」から、味噌、醤油、酢、塩、食用

油などの「調味料系」、冷凍食品、そうめん、

そば、漬物、玉子焼き、蒲鉾、ソーセージ、ア

イスクリーム、蜂蜜、ケーキ、菓子、チーズな

どの「食品系」、漢方薬、サプリメントなど、

実に様々な商品が並べられ、九州各県の企業も

自慢の一品を持って多数参加していました。

また、食品メーカーのほかにも、物流、ＩＴ、

各種コンサルタント、人材、リースなど、食品

製造業を支援するソリューション企業も１０数社

参加しており、商談成立後のサポート体制にも

充実した工夫が凝らされていました。

こちらもＦＦＧが３行取引先企業に行ったア

ンケートでは、６９％の企業が「満足」と答え、

７２％が次回も参加したいと回答しています。

また、商談会翌日の７月２５日には、食品商談

会に出展したＦＦＧ取引先を対象に、上海市内

スーパー・百貨店２店舗の視察会と個別商談会

を開催しました。参加企業は店内の商品構成や

価格帯、売れ筋商品などを熱心に確認されてい

ました。また、２店舗とも日本食品の品揃えを

拡大していることもあり活発な商談が行われ、

参加企業からは「今後に繋がる有益な商談がで

きました」という感想が多く聞かれました。

３．両商談会を終えて

上海市は福岡空港から直行便が毎日４往復し

ており、片道約１時間２０分ですので、時間的に

は東京より近いといえます。

総人口は１，８５８万人（２００７年末）、０７年のＧＤ

Ｐ（実績）は１２，１８９億人民元（約１８．３兆円）と急成

長しており、特に、近年の都市開発の勢いには

すさまじいものがあります。数多くの文化施設

が建設され、コンサートなどのイベントも盛ん

です。また、古くから国際都市として海外文化

の影響を色濃く受けており、中国で最も西洋的

な街としても知られています。私たち九州人に

とって「一度は行ってみる価値のある街」とい

えるでしょう。

今回の商談会を初め、現地における日系企業

によるビジネス交流は非常に盛んで、今、上海

は日本国中から熱い視線を集めています。私た

ち九州の企業は、「地の利」を活かした情報収

集、営業活動が可能であり、他地域に無いアド

バンテージを持っているといえるのではないで

しょうか。

ＦＦＧは、九州の企業と上海の交流を深め広

げていくお手伝いに、今後とも注力して参りた

いと考えています。 （前島 顕吾）
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正晃株式会社 ～上海正晃商貿有限公司～

正晃株式会社（本社：福岡市東区）は、学術・
研究、医療・健康、情報、産業の各分野で欠か
すことのできない試薬や理化学機器、診断薬、
検査機器や検査システム、工業薬品などを供給
する総合試薬ディーラーです。当社の中国ビジ
ネスは、６年前に自社製医療用ソフトウェアを
中国で販売することから始まりました。その後、
上海市に本社を置く総合商社「上海藍怡科技有
限公司（通称：アイレックス）」と業務提携・出
資を行い、臨床検査薬、医療用機器の販売を開
始しました。日本の既存ユーザーからは中国進
出のサポートや中国での商品およびサービスの
供給を行ってほしいという要望が寄せられるよ
うになりました。日本と同様の商品・サービス
を中国で提供し、また既存の病院向けビジネス
を更に円滑に進めるため、当社１００％出資の現
地法人「上海正晃商貿有限公司（通称：上海正
晃）」を２００７年６月に設立しました。
当社の中国事業は大きく３つの事業に区分さ

れます。第１の事業は、病院検査関連向け事業
です。アイレックスおよび日本メーカーと協業
して診断用検査試薬、検査機器の販売を中国全
土で行っています。中国各地において検査機器
展示会への出展、日本の著名な医学会の先生を
招待してのセミナー、商談会の開催なども行っ
ています。また現地での学術技術サービス充実
のために中国人スタッフ向けの学術教育を定期
的に開催、また機器関連に関して販売からメン
テナンスまで完結できるように技術教育なども
定期的に行っています。さらに、日本からのサ
ポートもリアルタイムで行えるように日中情報
共有サイト「ＡＩＡ－ＢＩＺ」を開発し、日本
正晃本社・アイレックス・メーカーとの３社間
で情報をリアルタイムに共有し、きめ細やかな
サービスが提供できるように努めています。
第２の事業は、病院事業です。現地法人の上

海正晃は、アイレックスと共同出資して、昨年
９月に中国・成都の民間病院のＭ＆Ａを行いま
した。病院は「成都市正晃医院有限公司（通称：

正晃医院）」
と改称し、来
院者は前年同
時期を大きく
上回る２ケタ
台で伸びてい
ます。先進技術を持つ日系企業が病院経営に出
資したことで、患者の安心感が広がっているこ
とが背景にあるようです。現在、中国の病院は、
公営病院と民営病院に区分されていますが、公
営病院はほとんどが赤字経営に陥っており、民
営病院でも経営難の病院は多いそうです。その
原因は、病院経営のノウハウが乏しいためであ
り、経営アドバイザー的な役割を発揮できる上
海正晃に出資してほしいという依頼も増えてい
るそうです。なお、当社の目的は病院経営では
なく、検査業務の拡大、検査センターのチェー
ン展開です。今後、病院で最先端の検査設備の
投資を行い、検査センター・検診機能の拡充を
目指しています。
第３の事業は、基礎研究分野市場の開拓です。

当社ユーザーの中国進出および研究サポートを
行いながら、中国の大学・企業などの研究機関
へ研究用試薬、理化学機器、研究用機材等の販
売、医療・研究用ソフトウェアの販売の拡大を
展開しています。
以上、順調に進んでいる当社の中国ビジネス

ですが、上海正晃の渕上董事長と西村総経理の
話では、「ビジネスの習慣の違いに苦労してい
ます。特に基礎研究分野は中国独自の商慣習も
あり、時間をかけてじっくり取り組まなければ
ならない。」とのことであり、やはり日中間の
慣習の違いで苦労されているようです。
中国では、先日日本でも問題となった食品に

ついて、検査試薬機器の潜在的需要が見込める
など当社活躍の場は広がっています。また、日
本同様に少子高齢化が進み、医療問題への取り
組みが急務の中国において、当社に寄せる期待
はますます大きいと言えます。 （守部 直文）

■現地法人名／上海正晃商貿有限公司
■住 所／上海市零陵路８９９号飛洲国際広場１１楼Ｊ室
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐２１‐５１５０‐６６８３
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐２１‐５１５０‐６６８４

■親 会 社 名／正晃株式会社
■住 所／福岡市東区松島３丁目３４番３３号
■Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐６２１‐８１９９
■Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐６１１‐４４１５

海外進出最前線

成都の正晃医院

渕上董事長 上海正晃の社員の方々
（前列中央が西村総経理）

上海正晃の職場風景
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お客さ
ま、地域の皆さまに
130年の�

感謝をこめて。�

共同研究テーマ�

半導体産業�

自動車産業�

対アジア�
交流戦略�

九州経済調査協会との共同研究 ～自動車産業～

�福岡銀行創業１３０周年記念事業
福岡銀行では、創業１３０周年にあたる昨年６

月より様々な記念事業・イベントを展開してお

ります。ここでは、その一環として「地域経済

の活性化と地場産業の振興」を目的に取組み中

の「九州経済調査協会との共同研究事業」につ

いて紹介いたします。

�共同研究テーマ
九州の基幹産業である「半導体産業」「自動

車産業」、および九州の地理的要因を活かした

「対アジア交流戦略」の３テーマについて共同

研究を実施しています。

九州経済調査協会（以下、九経調）が持つ情報

や調査ノウハウ、ネットワークを活用し、調査・

研究結果を広く地元企業の皆様へ情報発信する

ことで、地域経済の活性化への貢献を目指しま

す。

ＦＦＧニュース

表１ 共同研究事業の概要

ふくぎん創業１３０周年記念事業
～九州経済調査協会との共同研究～

事 業 名 九州経済調査協会との共同研究事業

概 要
九州を代表するシンクタンクである財団法人九州経済調査協会（特定公益増進法人）との
共同研究を実施し、地域のお客様に向けた幅広いネットワークの提供と効果的な情報発
信による地域経済の活性化を目指して参ります。

共同研究テーマ
１．半導体産業
２．自動車産業
３．対アジア交流戦略

期 間 平成１９年８月～平成２０年９月（予定）

（出所）福岡銀行ホームページより抜粋

表２ 共同研究のイメージ

（出所）福岡銀行ホームページより抜粋
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自動車産業�

【個社別に作成】� 約30先を個別訪問�
＋�・会社概要�

・参入のきっかけ�
・当時の参入障壁�
・ＱＣＤへの対応�
・参入のポイント�
・課題・ビジョン等�
・行政等への要望�

【取材を通じて�
　傾向を分析】�
・参入障壁�
・設備対応�
・人材育成�
・方針決定�

研究成果～９月中に発行予定�

自動車参入事例集　～　個社別＋傾向分析�

�共同研究～自動車産業への取組み～
前述の３テーマごとに組成された共同研究

チームでは、調査研究活動の成果として業界レ

ポートや産業読本などの編集作業をすすめてい

ます。今回はその中から、「自動車産業への取

組み」について紹介いたします。

ご周知のとおり、九州においては自動車産業

が最大の製造業種であり、特にこの数年間は生

産台数が１００万台を突破するなど、大きな成長

を遂げています。同時に部品関連企業の集積も

進んでいますが、九州内での部品調達率は中部

地域など他の生産拠点に比べ、まだ十分とは言

えない状況です。

九州が、今後も国内有数の自動車生産拠点と

しての地位を保つには、産業集積を高め、部品

の地元調達率を引上げることが不可欠です。そ

れには、九州外からの企業進出に加え、地場企

業の新規参入動向が大きな要因を握ると考えら

れています。

そこで、自動車産業の共同研究では、高度な

生産・品質管理体制を誇り、世界的な競争力を

持つ産業であるがゆえに、地場企業の新規参入

が非常に難しいとされる点に着目した調査活動

を行いました。

２０００年以降に自動車産業へ新規参入もしくは

設備投資を行った企業を対象に、九州各県の工

場を視察し、企業経営者や工場責任者の方々か

ら「新規参入時の課題」「課題克服に向けた活

動」などについて様々な教示を得ました。それ

らを集約し、各社の取組みや傾向を分析した業

界レポートとして、自動車参入事例集を９月中

に発行する予定です。

�業界レポート～自動車参入事例集～
ここからは、業界レポートの内容について説

明いたします。

この業界レポートは「地場企業の自動車産業

への新規参入事例研究（仮題）」として、Ａ４判

約１３０頁程度にまとめます。

なお、小報「２００８年６月号ＶＯＬ．１ １２～１５

ページ」において、レポート概要の一部を掲載

しておりますので、ご参照頂ければ幸いです。

【レポート構成】

序 章 九州における自動車部品関連企業の立

地動向

第�部
第１章 自動車参入までの軌跡

第２章 地場企業の新規参入に向けた取組み

第３章 地場企業の自動車関連産業への新規

参入に向けて

第�部 取材先企業の個社ごとの参入事例

次頁では各章の内容について紹介します。

ＦＦＧニュース

表３ 自動車産業レポートの概要

（出所）ふくおかフィナンシャルグループ作成
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日産自動車（株）九州工場操業（1975年）�

トヨタ自動車九州（株）宮田工場操業（1992年）�

ダイハツ九州（株）大分（中津）工場操業（2004年）�

量産部品メーカー�

生産設備・加工メーカー�

艤装組立�

艤装�

設　備� 金　型� 治工具� 加　工�

補機�

電装�

空調�

安全装置�

車体外装部品�

走行装置�

動力装置�

シャシー組立�

�序章～九州における自動車部品関連企業の
立地動向

序章では自動車部品関連産業の立地動向を分

析し当該企業の類型化を行います。

九州における現代の自動車産業の歴史は日産

自動車�九州工場の操業（１９７５年）とともに始ま
り、トヨタ自動車九州�の進出（９２年）、ダイハ
ツ車体�（現・ダイハツ九州�）の進出（０４年）、
および各社の相次ぐ生産体制増強方針によって、

現在では生産能力１５０万台超を覗うほどの、世

界有数の自動車生産拠点となりました。

この生産能力増強に歩調を合わせる形で、自

動車部品工場の九州域外からの進出と地場企業

の自動車産業参入が進んだことを示すのが、上

記の表４です。単年度では０７年の４９件が最多と

なっており、今後も進出・参入企業の増加が予

想されます。

また、自動車部品関連産業には多くの企業が

直接的・間接的に携わっています。

今回の調査では、主に「量産部品メーカー」

と「設備・加工メーカー」を対象として、地場

企業の新規参入の現状と課題について考察して

います（表５参照）。

「量産部品メーカー」は高品質を維持した大

量・低コスト生産、ジャストインタイム納品な

ど、製造業の中で最も厳しい生産体制が必要と

されます。また「設備・加工メーカー」は量産

部品製造に不可欠な分野ですが、同様に高い品

質や低コストでの対応が必要とされます。

いずれの分野においても、新規参入を目指す

地場企業にとっては高い参入障壁だと考えられ

ています。

表４ 九州における年次別自動車部品工場の進出・参入状況

（出所）九経調「九州経済調査月報（２００７．１２）」より

表５ 自動車部品関連企業の類型化

（出所）本件調査より九経調作成
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�第�部～先行参入企業の取組みに学ぶ、新
規参入のポイント

「第１章 自動車参入までの軌跡」

第１章では、取材先企業が新規参入時に経験

した苦悩や、受注拡大に向けた社内環境づくり、

自動車産業と他産業との違いなどを取り上げて

います。

成功の確信どころか「うちでは自動車はやれ

ない」という先入観を克服することから始まり、

本格参入に至るまでに経験する苦悩や戸惑い、

取引開始までの過程など、各社の経験談を基に、

参入に成功した企業に共通するポイントについ

て分析しています。

また、社内環境づくりでは、人材育成、先行

設備投資、資金調達などのポイントについて触

れています。自動車産業と他産業との違いとし

て、自動車産業のメリットや納入先との深い協

力関係などを説明し、地場企業と九州への進出

企業との考え方の違いを分析しています。

「第２章 地場企業の新規参入に向けた取組み」

第２章では、先行企業の新規参入後の対応を、

ＱＣＤ（品質、価格、納品対応）を中心とした取

組みについてまとめています。

なかでも、従来のモノづくりとは決定的に「生

産管理・品質管理の対応」と「コスト対応」の

点で異なること、そのベースにある「考え方の

違い」を克服するために必要な「人材の確保・

育成」「組織を引っ張っていくキーマンの存

在」などについて紹介しています。

「第３章 地場企業の自動車関連産業への新規

参入に向けて」

第３章では、地場企業の新規参入に向けたポ

イントを、先行企業の経験を基に再整理し、次

の５項目に分けて、それぞれ説明を加えていま

す。

（１）参入に向けたプロセス ：

意志の明確化・目標設定の重要性

（２）事前準備～受注環境づくり ：

人材・設備・資金の事前準備

（３）実践準備～生産体制の整備 ：

生産・品質管理などの要点整理

（４）自動車産業への参入・受注の拡大 ：

改善・提案できる企業へステップアップ

（５）自動車産業参入支援のあり方 ：

行政・金融機関への要望

�第�部～取材先企業の個社ごとの参入事例
第�部では、共同研究取材先の各企業の参入

事例を、「新規参入時の課題」「課題克服に向け

た活動」にスポットをあてて紹介しています。

各企業のご協力をいただき、参入に成功された

企業の具体的な取組み事例を開示しており、新

規参入を検討される企業にとって、大変参考に

なるものではないかと考えます。

�おわりに
冒頭に述べましたとおり、レポートは「地域

経済の活性化と地場産業の振興」を目的に作成

いたします。少しでも皆様のビジネスのヒント

になれば幸いです。

ふくおかフィナンシャルグループでは、今後

も地域のお客様に向けた効果的な情報発信に努

め、九州の自動車産業の振興を通じて、地域経

済の活性化に貢献することを目指して参ります。

（今村 光男）

ＦＦＧニュース
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、福岡銀行ソリューショ
ン営業部アジアソリューショングループまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５５５

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際展覧中心 ２００８北京国際供水処理、ポンプ、パイプ、バルブ、化工科学技術及び都市環境保護展覧会 １０月９日～１０月１１日
中国国際工作機械工具展覧会 １０月９日～１０月１３日
２００８中国（北京）国際衛生健康産業科学技術展覧会 １０月２０日～１０月２２日
２００８中国国際ビール、飲物製造技術及び設備展覧会 １０月２０日～１０月２３日
第８回中国国際ディーゼル機関車及び部品展覧会 １０月２１日～１０月２４日
２００８北京国際広告技術設備及び印刷包装工業展覧会 １０月２３日～１０月２５日
２００８第４回中国国際流体機械展覧会 １０月２８日～１０月３０日
第３回中国国際建築展覧会 １０月２８日～１０月３１日
第１回中国（北京）国際設備リース博覧会 １０月３０日～１１月１日
第１７回北京国際ラジオ映画テレビ設備展覧会 １１月５日～１１月８日
２００８中国国際真珠宝石展覧会 １１月１１日～１１月１５日
第１２回国際電力設備及び技術展覧会

１１月１２日～１１月１４日
第１３回中国国際医薬（工業）展覧会
第１９回多国メーター機器展覧会

１１月１８日～１１月２１日
中国（北京）国際ドア窓壁博覧会
２００８中国国際風・太陽エネルギー、光伏工程展覧会

１１月２５日～１１月２７日
２００８中国国際電力電工、原子力電気工業展覧会
２００８中国国際光電産業博覧会
２００８中国国際レーザー、光電子及び LED製品展覧会
第１１回中国北京国際家具及び木工機械展覧会 １１月２５日～１１月２８日
２００８中国国際空港技術、設備とサービス展覧会

１２月２日～１２月４日
第７回中国国際鉄骨構成展覧会
２００８中国国際機械装備金具プラスティック、動力伝動自動化機器メーター展覧会

１２月３日～１２月５日
２００８第３回北京国際電子情報技術及び気象装備展覧会
第１１回中国国際膜と水処理技術及び装備展覧会
中国（北京）地方名産品展覧会
２００８中国国際社会公共安全製品博覧会 １２月９日～１２月１２日

北京展覧館 ２００８中国国際模型博覧会 １０月３日～１０月６日
第１７回中国国際医療機器設備展覧会及び技術交流会 １０月１０日～１０月１２日
第６回中国国際インターネット文化博覧会 １０月２３日～１０月２６日
第１２回中国国際ペット水族用品展覧会 １１月６日～１１月９日
第４回北京国際金融博覧会 １１月１３日～１１月１６日

中国国際貿易中心 第５回中国国際茶業博覧会 １０月１２日～１０月１５日
２００８中国国際教育展覧会 １０月１８日～１０月１９日
２００８中国北京国際貨幣博覧会 １０月２４日～１０月２７日
２００８中国北京秋季不動産展示交易会 １０月３０日～１１月２日
２００８中国漢方薬展覧会 １１月６日～１１月９日
中国（北京）国際カシミア交易会 １１月１２日～１１月１５日
第１１回国際特許経営展覧会 １１月１４日～１１月１５日
２００８中国国際体育施設建設と施設運営展覧会 １１月１７日～１１月１８日
中国国際有機食品及び無公害食品博覧会 １１月２７日～１１月２９日
第７回中国国際室内設計展示会

１２月１０日～１２月１２日
第８回中国国際室内装飾博覧会

全国農業展覧館 ２００８北京内装装飾建築材料展覧会 １０月３日～１０月５日
第１２回国際消防設備技術交流展覧会 １０月２８日～１０月３１日
第１回中国国際民族建築文化展覧会 １１月４日～１１月６日
２００８中国国際石炭展覧会 １１月４日～１１月７日
２００８中国水展覧会 １１月１０日～１１月１３日
第４回中国国際安全生産及び職業健康展覧会 １１月１７日～１１月２０日
第３回中国国際道路交通安全製品博覧会 １１月２４日～１１月２６日
中国第３回環境友好型社会の建設に関する成果展覧会 １２月１８日～１２月２０日

天津
濱海国際会展中心 ２００８中国国際口腔医学大会及び設備器材展覧会 １０月１１日～１０月１４日
天津国際展覧中心 ２００８アイスクリーム展覧会 １０月２１日～１０月２４日

２００８中国国際石油天然ガス資源貯蔵技術及び設備展覧会 １１月５日～１１月７日
２００８環渤海電子週間 １１月１０日～１１月１２日

大連
世界博覧広場 ２００８東アジア観光博覧会

１０月１０日～１０月１２日
第１５回大連国際ホテル設備及び用品展覧会
第１３回国際生物技術大会及び展覧会 １０月１３日～１０月１６日
第３１回大連不動産交易会及び装飾展覧会

１０月１７日～１０月２０日
第２３回中古住宅交易会
第６回中国大連国際海事展覧会 １１月５日～１１月８日

星海会展中心 ２００８中国家庭用品博覧会
１０月１６日～１０月１９日第１０回中国国際建築材料及び内装関連製品展覧会

第９回大連国際流行家具展示即売大会
２００８中国東北国際緑色食品博覧会 １１月７日～１１月９日
大連国際毛皮革製品展覧会 １１月１４日～１１月２３日
大連国際カシミア製品展覧会 １１月２９日～１２月８日
大連カシミア、羽毛製品及び東北三省農農産品博覧会 １２月１２日～１２月２０日
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場 所 展 覧 会 名 期 間
上海新国際博覧中心 第７回中国国際玩具・模型＆幼児用品展覧会 １０月９日～１０月１１日

２００８年中国（上海）国際楽器展覧会 １０月９日～１０月１２日
第２回中国（上海）国際ドア博覧会兼２００８中国上海国際アルミニウム製ドア、窓、カーテンウォール製品展覧会 １０月１２日～１０月１４日
中国国際産業用紡績品＆非織造布展覧会 １０月２０日～１０月２２日
中国国際紡績生地＆配合原料（秋冬）博覧会 １０月２０日～１０月２３日
アジア国際動力伝動・制御技術展覧会／アジア情報及び通信技術展覧会／アジア国際物流技術・運輸システム展覧会 １０月２７日～１０月３０日
第７回上海国際美髪美容祭 １０月２８日～１０月３０日
第１０回中国国際工業博覧会 １１月４日～１１月８日
第７２回中国電子展兼２００８年アジア電子展 １１月１２日～１１月１５日
中国国際全印（印刷技術及び印刷設備）展 １１月１４日～１１月１７日
中国国際旅行交易会 １１月２０日～１１月２３日
中国国際工程機械・建築機械・工程車輌及び設備展覧会 １１月２５日～１１月２８日
中国国際文房具＆オフィス用品展覧会 １１月２７日～１１月２９日

上海国際展覧中心 ２００８中国国際オフィス設備、用品＆新技術博覧会 １０月１５日～１０月１８日
２００８上海国際創意（アイデア）産業展覧会 １０月２１日～１０月２４日
２００８化学品運輸・倉庫保存工業展覧会／２００８上海ゴム・プラスチック補助剤工業技術展覧会 １０月２８日～１０月３０日
中国国際表面包装＆包装技術設備展 １１月４日～１１月６日
２００８上海漁具・釣具用品展覧会 １１月９日～１１月１１日
中国（上海）国際輸入製品＆技術博覧会 １１月１４日～１１月１６日
Tissue Asia ２００８ １１月１９日～１１月２１日
第９回中国国際潤滑油展覧会（フォーラム） １１月２５日～１１月２７日

上海世貿商城（上海マート） ２００８上海不動産サービス＆関連産業展覧会 １０月１０日～１０月１２日
上海国際駐車設備＆智能システム展覧会 １０月１５日～１０月１７日
２００８中国公民海外事務交流会 １０月１７日～１０月１９日
２００８第１０回中国国際気体技術、設備及び応用展覧会 １０月２２日～１０月２４日
２００８中国国際水処理化学品、水溶性高分子、製紙化学品、工業表面活性剤、日化原料及び配合料展覧会 １０月２７日～１０月２８日
アジア光ファイバー通信及び光電博覧会（フォーラム） １０月３１日～１１月２日
２００８鉄路・軌道交通技術＆装備展覧会 １１月１２日～１１月１４日
２００８上海国際空港小売業展覧会 １１月２７日～１１月２９日

上海光大会展中心 中国工芸美術博覧会兼古典家具、収蔵品博覧会 １０月９日～１０月１２日
２００８中国（上海）国際ガラス工業新技術展覧会兼ガラス芸術、装飾及び設計展示会

１０月１０日～１０月１２日２００８中国（上海）国際自動車製造業博覧会（自動車修理・検査・診断設備及び自動車部品提供サービス技術展示会）
２００８中国国際非金属鉱物工業大会兼博覧会
中国国際銅、アルミ、チタン及び有色金属鋳造展示会 １０月１５日～１０月１７日
２００８食品安全＆食品添加剤フォーラム／第２回 Fis 上海国際食品添加剤＆原料展覧会 １０月２０日～１０月２２日
中国（上海）紡績生地兼補助材料展覧会 １０月２０日～１０月２２日
２００８中国国際食品展覧会 １０月２０日～１０月２３日
２００８中国（上海）工業設備メンテナンス・診断技術＆製品展覧会 １０月２２日～１０月２４日
２００８第４回上海国際優生優育＆マタニティ・乳幼児製品展覧会 １０月２４日～１０月２６日
２００８中国（上海）国際粉末冶金製品＆技術設備展覧会（フォーラム） １０月２５日～１０月２６日
第１２回中国国際口腔器材展示会（フォーラム） １０月２９日～１１月１日
２００８第２回中国（上海）国際ボイラー・圧力容器圧力パイプ＆技術設備展覧会／２００８第４回中国（上海）国際ガソリンスタンド＆天然ガス車展覧会

１１月３日～１１月５日
上海国際袋式集塵セメント工業技術＆設備展覧会（フォーラム）
２００８上海国際シミュレーション工業展覧会兼技術師大会
２００８中国高齢者健康産業博覧会＆２００８高齢者健康産業フォーラム
２００８中国国際調味料＆食品原料博覧会 １１月８日～１１月１０日
国際電磁、認証＆マイクロウェーブ技術交流展覧会 １１月１８日～１１月２０日
２００８SAMPE中国国際先進材料＆工芸技術交流展覧会 １１月１２日～１１月１４日
第１３回中国国際小型電機技術フォーラム兼展示会／第９回磁性材料／第７回電子変圧器／第５回コントロール継電器／第４回電容器技術展 １１月１３日～１１月１５日
第９回ファッション育児乳幼児製品博覧会 １１月２２日～１１月２３日
第６回中国国際車用エアコン＆冷蔵技術展覧会／第６回中国国際移動製冷展覧会 １１月２３日～１１月２５日
２００８中国国際冷蔵庫技術＆設備展覧会
２００８第２１回中国デジタル化病院兼医療衛生装備展覧会 １１月２７日～１１月２９日
第５回中国（上海）国際飲食博覧会 １１月２７日～１１月３０日

蘇州
蘇州国際博覧中心 第７回蘇州電子情報博覧会

１０月１６日～１０月１９日
第６回中国国際発明展覧会
第６０回中国国際医療機器博覧会（秋季） １０月２９日～１１月１日
第６１回中国国際医薬原料薬・中間体・包装・設備交易会（秋季） １１月５日～１１月７日
中華医学会第１０回骨科学術会議＆第３回国際COA学術大会 １１月１２日～１１月１６日
２００８年中国華東地区テスト機械＆生産設備共同展示会 １１月１３日～１１月１４日
２００８中国国際高齢者産業博覧会 １１月２２日～１１月２４日
２００８蘇州フェスティバル １１月２２日～１２月１日

香港・マカオ
Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

ファッションアクセス－ハンドバッグ、靴、革製品展 １０月２日～１０月４日
香港国際アート＆アンティークフェア２００８ １０月４日～１０月７日
香港婚礼展 １０月１１日～１０月１２日
香港エレクトリックフェア２００８（秋季） １０月１３日～１０月１６日
第１６回アジア贈答品、家庭用品見本市２００８

１０月２０日～１０月２３日
第１７回香港国際玩具贈答品見本市２００８
香港国際照明関連見本市２００８ １０月２７日～１０月３０日
香港婚礼見本市２００８ １１月１日～１１月３日
香港光学見本市２００８ １１月６日～１１月８日
宝飾品生産者見本市 １２月４日～１２月７日
第８回香港貿易発展局主催中小企業見本市 １２月１０日～１２月１２日

上海
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場 所 展 覧 会 名 期 間
香港貿易発展局主催工業デザイン技術展 １２月１０日～１２月１３日
第５３回クリスマス婚礼展 １２月１２日～１２月１４日
アジアゲーム見本市２００８ １２月１９日～１２月２２日
第６回香港食品フェスティバル

１２月２５日～１２月２８日
電気・電子生産品見本市２００８

Asia World Expo（香港） チャイナソーシングフェア－電子製品、電子部品 １０月１２日～１０月１５日
チャイナソーシングフェア－贈答品、家庭用品 １０月２０日～１０月２３日
香港国際建築、装飾関連見本市２００８

１０月２８日～１０月３１日香港国際家具見本市
国際貿易見本市
チャイナソーシングフェア－ファッション、アクセサリー

１０月３０日～１１月２日
チャイナソーシングフェア－下着、水着

ベネチアン マカオ 第１３回マカオ国際貿易・投資フェア １０月２３日～１０月２６日
世界トイレサミット＆博覧会 １１月４日～１１月６日
ワイン・美食関連見本市 １１月６日～１１月８日
世界タバコ見本市２００８ １１月１１日～１１月１３日
第４回国際ホテル設備見本市 １１月２６日～１１月２８日

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Convention &
Exhibition Centre）

第１０回中国ハイテク技術見本市 １０月１２日～１０月１７日
第１６回中国（深セン）国際玩具、贈答品＆家庭用品見本市 １０月２４日～１０月２７日
中国（深セン）国際物流関連見本市２００８

１１月７日～１１月９日
２００８中国（深セン）光学製品見本市
第４回中国太陽エネルギー展覧会 １１月８日～１１月１０日
第３回国際粘着テープ、保護フィルム見本市 １１月１２日～１１月１４日
第３回中国都市設計・開発博覧会 １１月１３日～１１月１５日
第１回深セン国際風力発電見本市 １１月１４日～１１月１５日
２００８第４回中国（深セン）国際インテリアデザインフェスティバル １１月１５日～１１月１７日
２００８国際プリント配線、電子部品見本市 １２月３日～１２月５日
２００８深セン冬物ファッション見本市 １２月６日～１２月１４日
２００９新年ショッピングフェスティバル １２月２６日～１月３日

広州
広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
{Pazhou} Complex

第１０４回中国輸出入商品交易会（広州交易会）（第１期） １０月１５日～１０月１９日
第１０４回中国輸出入商品交易会（広州交易会）（第２期） １０月２４日～１０月２８日
第１０４回中国輸出入商品交易会（広州交易会）（第３期） １１月２日～１１月６日
スクリーン＆デジタルプリンティング見本市２００８ １１月１９日～１１月２２日
第６回中国（広州）国際モーターショウ １１月１９日～１１月２５日
第９回広州国際茶文化博覧会 １１月２１日～１１月２４日
印刷関連見本市２００８ １１月２６日～１１月２８日
皮革製品見本市２００８ １１月２７日～１１月２９日
第１５回広州ホテル設備＆備品関連見本市 １２月８日～１２月１０日

広州市錦漢展覧中心
（Guangzhou Jinhan
Exhibition Centre）

水資源・環境関連技術見本市 １０月９日～１０月１１日
第１３回布地・服地・生地見本市 １０月１５日～１０月１９日
第１８回贈答品・家庭用品・装飾品見本市 １０月２２日～１０月３０日
２００８広東家庭用品見本市 １０月２４日～１０月２８日
中国皮革製品見本市 １１月３日～１１月６日
第８回妊婦・乳幼児関連商品見本市 １１月１５日～１１月１７日
中国サインフェア２００８ １１月２０日～１１月２２日
第３回中国国際船舶博覧会 １１月２６日～１１月２８日
広州デザインウイーク １２月１日～１２月３日
広州国際芸術フェア １２月１１日～１２月１５日

バンコク
バンコク国際貿易展示セン
タ ー（Bangkok International
Trade & Exhibition Centre）

第４回建設機械、サービス見本市
１０月９日～１０月１１日

第５回タイ商業＆特別仕様バス＆トラック見本市２００８
化粧品見本市 １１月４日～１１月６日
国際機械技術見本市 １１月２０日～１１月２３日
アジア太平洋地区印刷技術見本市 １１月２８日～１１月３０日
写真見本市２００８ １２月４日～１２月７日

Queen Sirikit National
Convention Centre

第１３回タイ書籍フェア １０月１１日～１０月２３日
近代家具＆婚礼品見本市 １１月１日～１１月９日
バンコク家具見本市２００８ １１月２２日～１１月３０日
第２回バイオテクノロジー国際見本市 １１月２５日～１１月２７日

Royal Paragon Hall Exhibition &Convention Centre 第２１回タイ国際教育見本市 １１月８日～１１月９日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh International
Exhibition & Convention
Centre

国際重機・機械技術見本市 １０月１日～１０月３日
プラスティック＆ゴム製品見本市 １０月２１日～１０月２３日
エレクトリックショウ １１月２６日～１１月２９日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

国際セキュリティ＆セーフティ装置見本市
１１月２０日～１１月２２日国際ビルサービス＆建設技術見本市

国際ガラス製品見本市
Giang Vo Exhibition & Fair
Centre Hanoi

水＆水浄化産業見本市 １０月１４日～１０月１６日
重機機器見本市

１０月１７日～１０月２１日プラスティック、パッケージング＆印刷見本市
ベトナム国際産業見本市
ベトナム消防関連博覧会

１１月１８日～１１月２０日
ベトナムセキュリティ＆セーフティ装置見本市
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２０００年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １００．０ １．３ １００．０ １．４ １００．０ ３．１ ７．１ ７．３ １５．７ １３３，０７５ ▲４．３ ９７，３５７ ６．０
２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００７．５ １０６．８ ４．８ １０７．２ ４．４ １０３．２ １．５ ５．３ １５．２ １５．４ ８，４９０ ▲０．４ ９，４７０ １７．１

６ １０６．９ １．３ １０７．６ ２．１ １０３．１ １．０ ▲６．６ １６．２ １０．４ １０，９８２ ▲２．９ １３，２７７ ５４．２
７ １０７．０ ３．１ １０６．８ ２．９ １０３．６ １．８ １０．６ １１．７ １６．７ １０，７２３ ▲４．０ ７，０７５ ▲１８．５
８ １０９．７ ４．６ １１０．１ ４．７ １０３．７ ２．１ ▲６．１ １４．６ ５．８ ９，８４２ ▲５．１ ５，４５３ ▲４０．２
９ １０７．９ ０．２ １０８．４ １．０ １０４．２ ２．４ ▲４．８ ６．３ ▲３．０ １１，１１６ ▲１２．１ ４，５２０ ▲４７．８
１０ １１０．０ ５．３ １１０．１ ６．３ １０４．９ １．８ ８．７ １３．８ ８．７ １１，７４２ ▲３．２ ６，１２３ ▲２９．６
１１ １０８．４ ３．２ １０９．１ ３．５ １０５．８ ２．７ ▲２．０ ９．６ １３．３ ８，６８５ ▲４．３ ７，１１６ ▲１７．０
１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８

２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．２ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４
２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．２ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．３ １１．２ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．０ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．７ ４．４ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．７ １６．２ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００５年 １，２３６，１７５ ４．０ ▲４．５ ８．５ ６．８ １００．０ １．６ １００．０ ▲０．３ ２１３，２８４ ▲０．６ ３，３５３，５９３ ▲１．０
２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００７．５ ９７，０７６ ▲１０．７ ▲１２．７ ▲７．８ ▲１４．０ １０３．８ １．７ １００．４ ０．０ １７，０４１ ０．３ １９９，０４１ ▲７．０

６ １２１，１４９ ６．０ ▲７．１ １３．１ ８．２ １０３．９ １．８ １００．２ ▲０．２ １７，３６７ １．９ ２４６，６８７ ▲９．４
７ ８１，７１４ ▲２３．４ ▲２６．０ ▲２５．３ ▲２０．６ １０４．６ １．９ １００．１ ０．０ １８，６１３ ▲２．５ ２４４，２４１ ▲８．５
８ ６３，０７６ ▲４３．３ ▲３１．０ ▲４６．６ ▲５２．０ １０４．６ １．５ １００．６ ▲０．２ １６，６９３ １．７ １９０，１３１ ０．９
９ ６３，０１８ ▲４４．０ ▲２１．６ ▲５１．３ ▲５５．６ １０４．５ １．３ １００．６ ▲０．２ １５，９２７ ▲０．２ ２８５，０４５ ▲４．９
１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ▲８．０ ▲４０．２ ▲５０．２ １０４．８ ２．０ １００．９ ０．３ １７，１６１ ▲０．１ ２３３，２９４ ５．５
１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ▲７．６ ▲２３．４ ▲４７．４ １０５．０ ２．３ １００．７ ０．６ １８，１２４ １．９ ２５８，０１３ ６．７
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．６ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２

２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．６ ３．０ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５
２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．１ ３．５ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．５ ３．９ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．８ ４．８ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．８ ５．７ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００５年 １，３８７，０６８ １．１ ４４１，１５６ ▲１．２ ３２９，４９９ ▲０．６ ０．９５ ４．４ １２，９９８ ▲５．０ ５２，８１５ １．４ ４０，８５５ １．１
２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００７．５ １０７，６３９ ▲０．６ ３３２，８０６ １．６ ３１３，１９８ ０．９ １．０６ ３．８ １，３１０ ２１．０ ５４，５１１ １．９ ４０，８１１ ０．３

６ １２５，９５６ ▲５．１ ６０７，０８８ ７．４ ３００，１９０ ▲０．６ １．０７ ３．７ １，１８５ ６．７ ５４，２６９ ２．０ ４１，０８６ ０．６
７ １１３，１７７ ▲１１．９ ４８９，６８９ ▲４．５ ３２１，８７６ ０．４ １．０６ ３．６ １，２１５ １５．６ ５４，２２９ ２．７ ４０，９５４ ０．０
８ ８７，０９２ ▲７．９ ３９３，４８６ ▲２．８ ３２４，８７６ ３．４ １．０５ ３．８ １，２０３ ２．９ ５３，９７３ ２．３ ４１，０７０ ０．２
９ １３０，３６１ ▲５．４ ３６２，８２９ ０．２ ３１１，３３１ ５．３ １．０４ ４．０ １，０４７ １．７ ５４，１２５ ２．２ ４１，２６９ ０．０
１０ １０１，８５７ ▲７．８ ３９６，５３０ ０．２ ３２６，７３７ ２．４ １．０２ ３．９ １，２６０ ８．１ ５３，９４３ ２．６ ４０，９１１ ０．１
１１ １０５，６８４ ▲１１．５ ３６５，６５０ ▲１．９ ３０２，８７９ ▲０．９ １．００ ３．８ １，２１３ １１．２ ５４，７２４ ２．９ ４１，０４９ ▲０．２
１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５

２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９
２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９０１ ２．０

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着

工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０１．５ ▲１．６ ９７．２ ▲４．５ ８５．７ ▲４．８ １１１．８ ３．１ １５２．３ ０．５ １０６．０ ▲１．２ ８９．９ １．９
２００６年 １０３．４ １．９ ９９．４ ２．３ ９３．７ ９．３ １０７．１ ▲４．２ １６３．９ ７．６ １０８．５ ２．４ １０２．０ １３．５
２００７年 １０３．３ ▲０．１ １０３．４ ４．０ ９９．１ ５．８ １０９．０ １．８ １７２．２ ５．１ １０９．１ ０．５ １０５．３ ３．３
２００７．５ ９９．３ ▲４．２ １００．３ １．１ ９７．５ １．２ １０６．１ ▲０．６ １４２．０ ▲１２．８ １０２．６ ▲４．９ １０７．０ ２．７

６ １００．０ ▲６．２ ９９．２ ０．６ １１０．２ １４．７ １０６．２ ▲１．０ １５５．７ ▲５．７ １０４．２ ▲６．３ １０６．３ ３．０
７ １０１．３ ２．２ １１０．３ ９．２ １０１．２ ８．３ １０７．０ ３．０ １５２．８ ▲５．３ １０４．９ １．０ １００．７ ▲５．８
８ １０５．８ ６．１ １０５．３ ４．８ ９７．６ ３．３ １０６．４ ６．０ １９５．３ １６．３ １１４．７ ▲８９．４ １０５．０ １．４
９ １０３．５ ▲１．６ １０５．０ ４．７ ９６．５ ２．５ １１４．７ １２．４ １８１．８ ７．４ １１０．４ ▲０．９ １０７．３ ５．６
１０ １０９．７ ４．１ １０２．１ ▲４．２ １０４．５ ５．４ １１６．０ １１．０ ２０９．４ ２２．９ １１６．４ ４．１ １１１．８ １１．９
１１ １０８．０ ３．４ １０３．３ １．４ １０６．３ １１．３ １０８．７ ▲１．１ ２１０．４ ２６．３ １１５．９ ６．４ １０４．２ ０．６
１２ １０６．８ １．７ １０５．５ ２．７ １０３．８ ７．０ １０７．８ ▲５．４ ２０５．１ ２１．８ １１４．８ ４．０ １１１．４ ８．２

２００８．１ １０５．３ ２．３ １０３．７ ０．０ １１２．２ １８．７ １０６．１ ▲４．１ １９６．６ ２２．１ １１４．６ ６．３ １０７．０ ６．４
２ １１０．４ ８．８ １０４．８ ２．１ １０８．９ １５．８ １１１．９ ５．３ ２０９．１ ３２．４ １１９．５ １１．７ １０３．５ ２．６
３ １１０．２ ８．０ ９９．３ ▲３．１ ９５．１ １２．９ １２８．８ １８．７ １８６．８ １９．８ １１４．９ ８．１ １１１．４ ５．４
４ １０６．９ ６．９ １０４．４ ２．４ １１２．３ ９．０ １１８．２ ７．６ １８０．０ ２７．０ １１２．８ ８．８ １１０．１ ６．７
５ １０８．６ １１．２ １０２．８ ２．２ ９６．７ ０．８ １１４．３ ７．３ ２０２．８ ４８．３ １１６．１ １４．５ １０３．２ ▲４．１
６

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 ３．４ ２０．５ ４，８１３ ▲１１．６ ２，９４４ ▲７．０ ５４，３６２ ５．７ ３．５ ５．１ １１．４ １００．０ ▲０．２ ７２２，６９７ ▲２．２
２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００７．５ １６．３ １９．０ ５０１ ９２．３ ３７０ ３０．３ ３，８２１ ▲２４．８ ▲１７．６ ▲２６．３ ▲３１．０ ９９．９ ▲０．４ ５６，６６３ ▲０．０

６ １８．１ １８．２ ２６３ ▲２０．８ ７０７ ９６．８ ５，９８５ ２．７ ▲９．６ １６．２ ▲１９．４ １００．０ ▲０．５ ５６，１６４ ３．５
７ １４．２ ２０．７ ３２２ ▲１５．５ ２０６ ▲１３．４ ２，８１１ ▲２１．８ ▲２０．３ ▲１１．０ ▲４５．７ ９９．８ ▲０．３ ６５，５９５ ▲３．１
８ １５．０ ９．５ ２９８ ▲２０．０ １１９ ▲４３．９ ２，４３６ ▲４１．２ ▲１５．４ ▲４９．７ ▲４８．４ １００．４ ▲０．４ ５５，８４８ １．４
９ ２３．３ ０．４ ３６８ ▲０．１ ３１５ ▲３４．５ ２，２２７ ▲５８．７ ▲２１．６ ▲６５．９ ▲７２．７ １００．３ ▲０．５ ５２，２１５ ▲０．５
１０ １６．３ ８．９ ４４６ ▲１０．６ １４６ ▲４８．６ ２，７３３ ▲５６．８ ８．２ ▲６４．７ ▲７７．９ １００．６ ０．１ ５６，４７４ ▲１．９
１１ ２４．４ ２１．２ ３４８ ▲１．５ １６７ ▲５６．６ ２，９３１ ▲４８．０ ５．１ ▲４５．０ ▲７９．７ １００．４ ０．７ ５９，９１５ ３．４
１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４

２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５
２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４

出所 門司税関・長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １２５，７２９ ０．０ ５４，８５９ ▲１．４ ４０５，５９０ ▲０．１ ３２６，７６９ ▲０．９ ０．７７ ４８０ ▲３．８ １６６，０９２ ０．２ １３２，３５９ ▲０．６
２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８６ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００７．５ ７，４９３ ▲５．８ ４，２２８ ▲２．７ ２９３，８１９ ▲３．９ ２８５，６０１ ▲１０．０ ０．９１ ５４ １４．９ １６９，４４１ １．５ １３０，６０１ ▲０．２

６ ９，０９３ ▲８．２ ４，８２３ ▲７．３ ４７４，１１９ ▲４．７ ２５９，２８９ ▲９．２ ０．９０ ４３ ▲８．５ １７０，５８３ ２．３ １３１，０１１ ０．１
７ ９，２２８ ▲７．８ ４，７９１ ▲１０．２ ４２８，７１６ ▲２９．８ ３１５，４７９ ９．９ ０．９０ ４８ ９．１ １６７，８５４ １．２ １３１，５６９ ０．５
８ ７，５８３ ２．２ ３，４１３ ▲１４．８ ３３０，２１３ ▲１５．９ ３３８，１３４ ６．８ ０．８６ ３７ ５．７ １６７，７３７ １．１ １３１，２９８ ０．６
９ １０，３６０ ▲４．３ ５，２２５ ▲８．８ ３２４，６２３ １．９ ３０７，０３１ ０．６ ０．８３ ４６ ２．２ １６９，０２４ ２．１ １３２，５４４ １．０
１０ ８，７００ ８．２ ３，９６６ ▲１．８ ３８７，４８２ ６．４ ３５１，４０８ ２．３ ０．７９ ４４ ２５．７ １６７，５４９ １．１ １３１，２４５ ０．１
１１ ９，６３８ １．８ ４，５３４ ▲４．３ ３４０，３７５ ７．０ ２８９，７８９ ２．０ ０．７３ ４７ ４．４ １６８，４７５ １．３ １３２，５４２ １．５
１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０

２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１
２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明はＰ１９の注釈参照。
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経済指標｜熊本のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０６．９ ▲３．８ １１２．７ ▲６．６ ７４．５ ▲２１．４ ８５．０ ▲０．４ １５８．７ ４．１ １０２．３ ▲３．８ ９０．３ ２．４
２００６年 １１２．１ ４．９ １１１．９ ▲０．７ ８３．１ １１．６ ９６．７ １３．８ １５６．０ ▲１．７ １０７．９ ５．４ ８９．７ ▲０．７
２００７年 １０５．２ ▲６．２ １１１．３ ▲０．６ ７４．５ ▲１０．３ １０２．３ ５．８ １３９．０ ▲１０．９ １０２．６ ▲４．９ ８６．１ ▲４．０
２００７．５ １０８．１ ▲１．７ １１４．９ ２．３ ７６．４ ▲８．３ １２８．１ ６１．３ １３８．５ ▲７．５ １０５．４ ▲１．２ ８３．１ ▲７．３

６ １０６．７ ▲８．１ １１４．３ ２．２ ７５．３ ▲１９．３ １２１．１ ２１．８ １３４．５ ▲１５．７ １０３．０ ▲８．６ ８４．５ ▲５．１
７ １０５．９ ▲７．９ １１０．２ ０．３ ７２．８ ▲２１．４ １３５．３ ４７．９ １３６．６ ▲１６．９ １０５．２ ▲５．８ ８６．５ ▲３．１
８ １０４．６ ▲１０．９ １１２．７ ▲０．２ ７３．８ ▲２１．８ １２４．０ １６．１ １２７．８ ▲２０．３ １０４．５ ▲８．４ ８６．９ ▲１．８
９ １０２．６ ▲１６．１ １０８．７ ▲４．５ ７２．７ ▲１８．０ ８３．４ ▲２０．１ １２７．５ ▲３０．２ ９７．８ ▲１５．６ ８９．７ ２．８
１０ １０３．７ ▲７．６ １０２．０ ▲６．４ ７４．５ ▲８．３ ９５．９ ▲１０．０ １４５．２ ▲１４．５ １０３．０ ▲３．５ ８２．４ ▲６．６
１１ １０２．９ ▲８．６ １０７．６ ▲５．５ ７４．２ ▲２．６ ９０．２ ２４．７ １４４．４ ▲１４．２ １００．５ ▲６．１ ８５．８ ▲３．５
１２ １０１．０ ▲９．２ １０４．５ ▲４．０ ７９．１ ９．３ ９７．６ ▲７．９ １３１．７ ▲１６．７ ９７．４ ▲１１．７ ８７．９ １．３

２００８．１ ９９．１ ▲４．７ １０６．５ ▲８．１ ８２．８ １２．８ ８５．３ ▲１６．２ １２２．４ ▲５．９ ９４．４ ▲２．６ ８９．３ ０．９
２ １０２．６ ▲２．２ １１９．０ １０．９ ８４．３ １７．７ ６８．９ ▲１３．０ １２８．２ ▲１３．０ ９８．７ ▲３．２ ９６．９ ９．７
３ １０６．０ ▲３．０ １１９．３ ▲６．６ ９２．８ ２７．６ ７３．１ ▲８．９ １２１．３ ▲１９．３ １０５．７ ▲２．９ ９８．１ １３．１
４ １０５．１ ▲０．１ １１０．４ １．３ ８６．１ １６．１ ８１．０ ▲１８．３ １４４．９ ▲０．１ １０２．８ ０．０ ９３．９ １３．９
５ １０７．９ ▲１．４ １１３．５ ▲３．３ ７８．３ １．５ ８９．５ ▲２９．８ １６６．８ １８．６ １００．０ ▲６．４ ９２．７ １１．５
６

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 １６．２ ９．１ １，６６５ ８．２ １，２３３ ８．３ １４，０３９ ６．８ ▲２．０ １１．５ ２．４ １００．０ ▲０．６ １８９，６５６ １．７
２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００７．５ ▲５．４ ２９．２ ２０３ ２８．９ ２０９ ６８．５ １，５３１ ５３．７ ▲３．９ ７５．２ １５９．８ ９９．９ ０．０ １４，９８６ ０．６

６ １２．５ ７１．４ １３１ ▲５．８ １４３ ７７．５ １，４０６ ３６．２ ▲４．１ ８９．８ ▲３０．３ ９９．７ ▲０．４ １４，６７２ ２．１
７ ２２．１ ５．３ １４９ ▲３．７ ６７ １．８ ９８０ ▲３６．８ ▲２３．２ ▲２７．６ ▲８７．５ ９９．５ ▲０．３ １７，２５４ ▲２．２
８ ２．９ ７．４ １４９ ▲６．５ ５９ ▲３８．２ ８６３ ▲３４．４ ▲１３．７ ▲４８．３ ５．５ １００．２ ▲０．３ １５，０４８ ▲０．３
９ ０．８ ２７．８ ２５２ ▲４．４ ６０ ▲４３．３ １，０７４ ▲３０．９ ▲１１．３ ▲４１．６ ▲３２．４ １００．４ ▲０．４ １３，０７３ ▲４．３
１０ ▲５．０ ９．６ １８２ ▲１６．０ ４６ ▲５０．５ ８９３ ▲７．９ １４．２ ▲２２．７ ４４．４ １００．４ ▲０．３ １４，２７４ ▲４．７
１１ ▲８．６ ▲０．０ １８１ １６．８ ９３ ▲３３．３ １，１３９ ▲２６．２ ▲２．５ ▲１２．５ ▲８６．７ １００．３ ０．２ １５，２２６ ０．７
１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５

２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４
２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２

出所 長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯） 有 効 求

人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 ３６，５９６ ▲１．８ ２６，９２３ １．９ ４４４，９７３ １２．２ ３２９，７３１ １．９ ０．７３ １３０ ▲０．８ ４７，２７１ ０．５ ２７，３８７ １．３
２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００７．５ ２，１４４ ▲７．４ ２，１９０ １．８ ３３８，４３０ ０．１ ３１８，０５１ １３．５ ０．８３ １３ ▲１８．８ ４７，１４３ １．３ ２７，２２１ １．３

６ ２，５６６ ▲１６．７ ２，４２４ ▲６．９ ６２５，６４２ １３．０ ２６４，６９６ ▲０．９ ０．８６ １１ ▲２１．４ ４８，４８９ １．５ ２７，４１６ ▲０．４
７ ２，６６４ ▲１０．８ ２，２１７ ▲１１．１ ４８０，７９６ ４．２ ３１８，６５３ １８．４ ０．８５ ８ ▲１１．１ ４７，４３６ ２．０ ２７，４１６ １．０
８ ２，０７０ ▲９．８ ２，００７ ▲１．３ ３５４，４６１ ４．７ ２７１，８６１ ３．５ ０．８２ １３ １８．２ ４７，３３９ １．６ ２７，４４８ ０．５
９ ３，１５３ ▲０．１ ２，２９６ ▲４．７ ３２１，５６１ ２．７ ２６１，１０１ ５．１ ０．８３ １１ ▲８．３ ４７，９７２ ０．６ ２７，７０１ ０．９
１０ ２，４６０ ７．１ １，８７５ １．７ ３５６，６１８ １３．６ ２８６，２８６ １０．７ ０．７８ １０ ▲３７．５ ４７，１５１ １．２ ２８，００３ ３．５
１１ ２，９８９ １４．１ ２，０２１ ▲４．２ ３５６，３７８ １４．７ ２９１，７６８ １３．６ ０．７４ １４ ７５．０ ４７，０４２ ０．９ ２８，２２６ ３．９
１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０

２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９
２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標についてはP１９の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。
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経済指標｜長崎のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００５年 ９６．１ ▲６．９ １０１．８ ▲２４．４ １０２．６ ４．４ ４５．７ ▲１８．７ １３４．０ ２．６ １，７３２ １８．４ ２，９４５ １３．４ ７．９
２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００７．５ １０３．５ ▲５．４ ９７．７ ▲１９．９ １１５．３ １２．８ ８２．２ １２５．７ １１５．１ ▲１０．８ １７４ １９．３ ２５９ ４９．８ ８．８

６ １０１．１ ▲７．０ ９８．９ ▲２１．４ １０６．２ ４．９ ６２．８ ７．４ １１７．３ ▲４．３ １９２ １９．４ ２３５ ▲３．０ ▲２．８
７ １０８．０ ▲４．４ １０２．４ ▲２２．６ １０３．４ ５．０ ６０．８ １１．０ １２３．９ ２．８ １７４ １４．１ ２２５ ６．８ ▲１．６
８ １０８．３ ２．０ １０１．５ ▲２５．０ １１３．８ １０．１ ６１．０ ２８．９ １２６．７ ▲０．６ １８９ １４．２ ２４９ ▲５．０ １９．２
９ １０４．４ ▲２．３ ９７．３ ▲２９．４ １０９．８ ６．０ ４５．５ ▲１１．３ １３１．３ ９．０ １８４ １５．６ ２６１ ▲１２．４ ▲９．３
１０ １０５．４ ▲４．６ ８９．０ ▲３７．９ １１３．７ ８．３ ５１．９ ▲９．１ １４５．８ ２７．６ １８５ １５．５ ２６３ ２．７ １３．６
１１ １１０．１ ▲１．４ ８７．６ ▲４０．０ １０８．３ ４．８ ５８．２ ▲１．４ １５１．５ ２５．８ １９２ ２６．１ ２７５ ６．２ ▲５．１
１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４

２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６
２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８

２１．２
出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００５年 １３．５ ２７．７ ７０，０８３ ▲７．７２，０９０ ▲９．０ ７７４ ▲０．１ １０，２３０ ５．７ ▲４．７ ▲０．５ ６８．３４，５９６ ０．９１００．０ ▲０．８
２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０３１ ５．４ ９９．７ ▲０．１
２００７．５ ４０．７ ４．９ ５，７２４ １．８ ７９ １０．６ ４８ ▲９．８ ６５０ ▲３４．１ ▲２０．２ ▲２３．９ ▲７３．９ ５３１ ０．８ ９９．７ ▲０．１

６ ２５２．３ ２３．２ ５，１１２ ９．９ １１３ ４．５ ５９ ▲７．５ ５８３ ▲４１．３ ▲３４．２ ▲３０．９ ▲９３．６ ２７９ ８．７ ９９．４ ▲０．３
７ ▲３８．６ ▲８．３ ４，９０１ ７．７ １２８ ▲３８．４ ９３ １３０．３ ５９９ ▲８．８ ▲３２．８ ▲５．３ ２９５．０ ３６４ ７．５ ９９．３ ▲０．１
８ ▲４０．５ １８．２ ４，５５４ ４．１ ２０８ ３８．４ １０７ １９５．９ ４８７ ▲１２．６ ▲１６．７ ▲１９．２ ６０．５ ５９０ １．６ ９９．８ ▲０．４
９ ６３．２ ４２．８ ４，８７７ １０．７ ２０９ １７．６ ６９ ３．０ ６７４ ▲１７．３ ▲２０．７ ▲３．６ ▲４９．４ ３９４ １７．０ ９９．９ ▲０．４
１０ １０７．９ ２５．０ ６，０３１ ▲４．３ ２０６ ▲２．０ ５０ ▲３４．８ ４２３ ▲４０．２ ▲２５．８ ▲３５．５ ▲８５．７ ４２４ ▲１７．８１００．３ ▲０．１
１１ ４１．５ ８８．５ ６，４９１ ２７．０ １８３ １９．５ ３４ ▲３４．９ ６６８ ６．２ ５．３ ３６．３ ▲６７．３ ４６２ ４．１１００．０ ０．２
１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５

２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６
２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．３１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７

出所 長崎税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １３９，７３７ ▲５．２ ２５，２４７ ▲２．６ ２３，０６８ ０．５３１０，６１７ ▲１２．３ ２６８，７７７ ▲９．５ ０．５８ １１６ ２．７ ４０，８４１ ▲０．５ ２６，２６３ ▲５．３
２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００７．５ １０，５７６ ▲２．０ １，３６５ ▲９．２ １，８４４ ▲０．１２９４，３５４ １０．８３３２，９４５ ３９．０ ０．６４ １９ １３７．５ ４０，９８８ ２．０ ２４，５３３ ▲２．７

６ １０，２６７ ▲１．８ １，６３１ ▲１８．９ ２，００４ ▲１０．１ ４８７，３０３ ▲０．８２８６，２７４ １５．０ ０．６４ ９ ▲１０．０ ４２，０６６ ２．９ ２４，６２０ ▲１．９
７ １２，０３５ ▲４．８ １，６５１ ▲１７．０ １，７５５ ▲１５．３ ４１０，９３０ ▲９．３３４５，５５１ ２１．９ ０．６４ １５ ６６．７ ４１，３０５ ２．７ ２４，５９５ ▲１．９
８ １０，９８４ ▲２．４ １，３９１ ▲５．４ １，４８５ ▲９．３３３３，７７８ ▲３．６３２２，７９１ ３．６ ０．６４ １９ ２６．７ ４１，０５１ ２．３ ２４，５４９ ▲２．４
９ ９，５１２ ▲２．６ ２，０８９ ▲４．２ ２，０００ ▲１２．８ ２８１，９５９ ▲５．５２７９，３９０ ４．４ ０．６２ １３ ▲７．１ ４０，９１９ ２．７ ２４，３８２ ▲３．４
１０ ９，９５３ ▲４．９ １，６９３ ９．５ １，５４５ ▲１６．５ ３００，４８８ ３．１３０５，５００ ▲７．９ ０．６１ １９ ７２．７ ４０，５２８ １．５ ２４，２３２ ▲３．１
１１ １０，６４６ ▲１．４ １，７７２ ４．９ １，６４１ ▲１８．０ ２８２，８３５ ▲１．９２６６，１６９ ▲１．４ ０．５８ １１ ０．０ ４１，０３９ １．２ ２４，１８２ ▲３．０
１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１

２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４
２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標についてはＰ１９の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。漁業水揚金額は、長崎、

佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂
の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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実施年月

銀行預金（FFG） 貸出金利 参考
日
付

基準
貸付利率
（公定歩合）

日
付 普通預金

スーパー
定期
（１年）

自由金利
定期
（１年）

日
付

短期
プライム
（FFG）

日
付

長期
プライム
（みずほ）

住宅ローン（FFG） 日
付 日経平均
（年、月末）

外国為替（年、月末）

３年 ５年 １０年 １ドル
＝円

１ユーロ
＝円

００年末 ０．５０ ０．１０ ０．１５ ０．２０ １．８７５ ２．１ ２．６５ ３．３０ １３，７８５ １１４．９１ １０６．７７
０１〃 ０．１０ ０．０１ ０．０４ ０．０４ １．８７５ １．８５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ １０，５４２ １３１．４７ １１５．９０
０２〃 ０．１０ ０．００２ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．６５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ８，５７８ １１９．３７ １２４．４１
０３〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．７０ ２．４０ ２．９０ ３．６０ １０，６７６ １０６．９７ １３３．７１

０４．１ １９ １０，７８３ １０５．８８ １３１．２２
２ １０ １．６０ １７ １１，０４１ １０９．０８ １３５．８５
３ １０ １．６５ ２３ １１，７１５ １０３．９５ １２７．２３
４ ９ １．７０ ２１ １１，７６１ １１０．４４ １３１．８２
５ ２１ １１，２３６ １０９．５６ １３３．８９
６ １０ １．９０ １１ １１，８５８ １０８．６９ １３１．５８
７ ９ １．８０ ３．２０ ３．９５ １６ １１，３２５ １１１．６７ １３４．５２
８ １０ １．７５ １１，０８１ １０９．８６ １３２．７２
９ １０ １．７０ ３．０５ ３．７５ １４ １０，８２３ １１０．９２ １３６．６８
１０ ２．３５ ３．００ ３．７０ １８ １０，７７１ １０５．８７ １３５．１７
１１ ２．９５ ３．６５ １０，８９９ １０３．１７ １３６．６３
１２ １０ １．５５ １４ １１，４８８ １０３．７８ １４１．３９

０５．１ ２．３０ ２．９０ ３．５５ １１，３８７ １０３．５８ １３４．８４
２ １６ １１，７４０ １０４．５８ １３８．５８
３ １０ １．６５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １５ １１，６６８ １０６．９７ １３８．６２
４ ８ １．５５ １ １１，００８ １０５．８７ １３６．８５
５ １０ １．５０ ２．２５ ２．８０ ３．４５ １０ １１，２７６ １０７．８４ １３３．４７
６ １０ １．４５ ３ １１，５８４ １１０．３７ １３３．２５
７ ５ １１，８９９ １１２．１８ １３５．８６
８ １０ １．６０ ３ １２，４１３ １１１．４２ １３６．０５
９ ９ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ ５ １３，５７４ １１３．２８ １３６．２１
１０ １２ １．８０ ２．９０ ３．５０ ４ １３，６０６ １１５．６７ １３９．５７
１１ １０ １．９０ ２．５５ ３．１５ ３．７５ ４ １４，８７２ １１９．４６ １４０．８２
１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ ６ １６，１１１ １１７．４８ １３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １０ １６，６４９ １１７．１８ １４１．９０
２ １０ ２．００ ３．７０ ３ １６，２０５ １１６．３５ １３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ ７ １７，０５９ １１７．４７ １４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ ４ １６，９０６ １１４．３２ １４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ ９ １５，４６７ １１１．８５ １４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ ５ １５，５０５ １１４．６６ １４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ ４ １５，４５６ １１４．４７ １４５．９６
８ １５ ２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ ３ １６，１４０ １１７．２３ １５０．６６
９ ８ ２．３０ ５ １６，１２７ １１８．０５ １４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９ １１７．７４ １４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ ６ １６，２７４ １１６．１２ １５３．１２
１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ ５ １７，２２５ １１８．９２ １５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １０ １７，３８３ １２１．３４ １５７．１５
２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ ５ １７，６０４ １１８．５９ １５６．６６
３ ２６ ２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ ６ １７，２８７ １１８．０５ １５７．２１
４ １０ ２．２５ １ １７，４００ １１９．４１ １６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ ９ １７，８７５ １２１．６３ １６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ ５ １８，１３８ １２３．４８ １６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ ４ １７，２４８ １１８．９９ １６４．１１
８ ４．１０ ３ １６，５６９ １１６．２４ １５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ ４ １６，７８５ １１５．２７ １６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ ４ １６，７３７ １１４．７８ １６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ ５ １５，６８０ １１０．２９ １６２．６７
１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ ４ １５，３０７ １１３．１２ １６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ ９ １３，５９２ １０６．６３ １５８．４３
２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ ５ １３，６０３ １０４．３４ １５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ ５ １２，５２５ ９９．３７ １５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ ３ １３，８４９ １０４．０５ １６２．０３
５ ９ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ ９ １４，３３８ １０５．４６ １６３．２０
６ １０ ２．４５ ３．４５ ３．６５ ３．９０ ３ １３，４８１ １０５．３３ １６６．４３
７ １０ ２．４０ ３．５５ ３．７５ ４．００ ４ １３，３７６ １０８．１３ １６８．８７

０８．８．１４
現在 ０．７５ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ２．３７５ ２．２５ ３．３５ ３．５５ ３．８０ １２，９５６ １０９．５０ １６３．３３

マーケットデータ

預金金利・貸出金利等の推移

（注）スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。（ ）は日付。日経平均は切り捨て。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］� 3101 Alexandra House, 18,�
Chater Road, Central, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

企業立地の取り組みについて取材で各地
を訪問しました。何が企業進出の決め手と
なるのか？「全てはタイミングです」と返っ
てきた言葉の意味がよくわかりませんでし
た。メーカーが工場立地を計画し稼動する
までの期間が、びっくりするほど短くなっ
ており、そのタイミングに合うかどうかが
決め手とのこと。担当者のご苦労が実感で
きました。

「トップに聞く」の取材で福岡、熊本県

内をあちこち旅しながら、九州の広さを改

めて感じています。言葉、食べ物の違いは

勿論のことですが、何より「物の値段」の

格差が印象に残ります。ガソリン代、お昼

ご飯に食べるうどんやラーメンの麺の量。

いつまで続くのか、どこかの国のトップに

お聞きしたいものです。

先日、我が職場に「福翔高等学校」の１

年生が“Ｊｏｂ Ｓｈａｄｏｗ（職場体験）”に

訪れて来ました。『働くこと』の意味や『将

来設計』に関する様々な感想や意見を持つ

場となってくれたことを祈りつつ、私自身

の高校時代にもこの様な制度があったなら

…と感じています。若い諸君の活躍を祈念

しています。

島 浦 前 島 真 田

「棚田」と聞くと、田舎の美しい風景を
思い浮かべますが、その役割は、農地とし
てのみならず、災害防止から観光資源まで
多岐にわたっていることに驚きました。「全
国棚田サミット in 長崎」の開催まであと
わずか。会期中３日間の参加者は１，５００人
にのぼるとか。同サミットの今後益々の発
展と、開催地における地域経済活性化を期
待します。

香港市民の北京オリンピックに対しての

関心はいま一つのように見えますし、盛り

上がりも感じられません。オリンピックに

関する話題といえば、もっぱら記念紙幣を

転売して儲けたとか、唯一香港で競技種目

となる馬術の入場券を買って何倍で転売し

たといったものが中心です。常にお金儲け

の話題が中心の香港らしい話でした。

梅雨が終わったと思えば、次は台風…。

九州も上海も夏は変わりません。梅雨と台

風の呼称は日本と一緒です。とりあえず今

は台風一過で一瞬の涼しいひと時を過ごし

ています。オリンピックは北京だけではな

く、上海でも開催されます。競技はサッカー

です。暑い上海の夏はこれからますます「熱

く」なっていくでしょう。

横 尾 平 松 守 部

ＦＦＧ調査月報４号 ２００８年８月２６日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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